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１．学校法人の概要 
学校法人大正大学は、1926(大正 15)年に旧制私立大学として開学しました。日本唯一の複数宗派によ

る大学であり、設立宗派（天台宗、真言宗豊山派、真言宗智山派、浄土宗）及び時宗によって運営してい

ます。 

創立時に、本学が掲げた建学の理念は「智慧と慈悲の実践」です。仏教の世界では、「自らのためにだ

けでなく他人の利益になる」ことを大きな目標に掲げて修行する人を菩薩といいます。大正大学で学ぶす

べての人が、その菩薩のように物事を正しく認識・判断し、実践、行動する人間となることを求めていま

す。 

この理念から、「4つの人となる」という教育ビジョンを掲げ、「慈悲」「自灯明」「中道」「共生」を規範

とすることを示しています。これは、国際目標として「誰一人取り残さない」世界の実現を理念とする SDGs

（サスティナブル・ディベロップメントゴールズ／持続可能な開発のためのユニバーサルな目標）の思想

と合致し、今、大きく激動している社会情勢を包括した新たな目標として「新共生主義」を掲げます。 

 

（１）建学の理念・ビジョン 

 
●建学の理念 

 
●教育ビジョン 

「４つの人となる」（平成 21 年 3 月策定） 

 
本学の建学の理念は、「智慧と慈悲の実践」。そして、建学の理念のもとに〈慈悲・自灯明・中道・共生〉

という仏教精神に根ざした教育ビジョン「4 つの人となる」を掲げて教育研究の活動を展開しています。 
１．慈悲（じひ）： 

慈悲とは仏教用語で、生きとし生けるものに対して平等な気持ちを持つことであり、すべての人々に友

情を持ち、他人の苦しみを共有するこころでもあります。また、慈悲は他者を「生かす」ことであり、そ

のために「生きる力」（智慧）を養っていくことが大切です。 
２．自灯明（じとうみょう）： 

 他人の言葉に左右されず、真実を頼りとして自らを確立せよということです。真実を知ることは、学び

続け考え続けること以外にありません。すべてのものは変化していくのと同じように、学んだ「知識」も



2 
 

すぐに陳腐化するものです。日々、真実とは、真理とは何かを求めて歩んでいくことであり、自灯明の実

践です。 
３．中道（ちゅうどう）： 

相互に対立する2つの極端なものにかたよらない生き方をいいます。中道を現代的に実践するには、と

らわれない心を育て、正しい生き方を求める心を育てることが大切です。また、倫理観を養う、道徳的

な生き方をする、法令･規則を守ることなども中道の現代的理解の1つであると考えます。 

４．共生（きょうせい）： 

仏教の縁起の思想、すなわち世の中にあるものはすべて直接、間接に何らかの形で係わり合って生まれ、

滅び、刻々と変わっていくものであるという考え方がベースにあります。大学という学びの場において、

志を同じくした者が共に学び、それぞれの目標に向かって達成の努力をする人たちの集まりであって欲

しいものです。 

 
●運営ビジョン 
・TSR 

TSR とは、「大正大学の社会的責任（Taisho University Social Responsibility）」のことを指し、その

ために教職員が一丸となって力を尽くすことです。 経営者である理事会が「5 つの経営資源」を担保し、

教職員が「5 つの社会的責任」を果たすことによって、ミッション（使命）を達成するとともに、新たな

価値を創造し、精神的・知的な満足を得られる大学へ成長することを目指しています。 
 

５つの経営資源 

 
人材の確保 
a. 教職員の人材確保 
b. 学生の確保 
c. ステークホルダーの確保 
d. 専門職人材（デジタル、AI、DX）の戦略的確保 
e. 企業とのインタラクション 
充実した教育環境 
a. キャンパス環境の最適化（U・スマート、ワンストップサービス） 
b. 地域戦略人材育成と教育拠点拡充（エリアキャンパス） 
c. ネットワーク、オンライン環境整備 
d. すがもオールキャンパス構想第Ⅱ期（2021～2025）社会実装計画の実施 
安定した財務 
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a. 安定かつ継続的な学生確保 
b. 外部資金獲得のための戦略（競争的資金とステークホルダーからの寄付金） 
c. スピーディーな改革（魅力化推進事業）への投資（迅速・適格な意思決定） 
d. 継続性を担保する健全な財務運営及び資産運用 
情報 
a. 大学運営に資する情報収集の充実 
b. 本学魅力化の情報発信の充実 
c. 情報基盤の確立 
働き方改革 
a. 意思決定のスピード化 
b. 効率・生産的な働き方改革（有益な時間の創出） 
c. 魅力化推進事業実行のための働き方戦略の策定 
 

５つの社会的責任 

 

優れた教育・研究 
3 つのポリシーに基づき、学生自らの夢と目標に向かって学び、考えることのできる人材養成のための教

育活動を行う。また、教員は大学の教育活動に有効な独自の研究活動を行い、教育界や社会に貢献する。 
充実した学生生活 
学生が将来の目標を考え、その達成に向けた歩みを可能とするために学内支援体制を整え、組織的に支援

していく。また、学生の自律的な課外活動を支援し、充実した学生生活の支援を行う。 
特色ある社会貢献・地域連携 
本学のこれまでの社会貢献活動の歴史と実績を尊重としつつ、本学独自の取り組みとして、全国規模の地

域貢献活動や地元巣鴨地域における「すがもプロジェクト」を通じて、地域やステークホルダーへの連携

活動を推進する。また、生涯学習、地域活性化、コミュニティ再生、産官学共同プロジェクト、設立宗派

との連携、国際化等についても、社会連携活動として、大正大学の新たな社会的役割に挑戦していく。 
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ミッションに基づく学風の醸成 
本学のミッションに基づく独自の大学文化を確立する。本学に集う者は、日本人としての品格と高い倫理

観を持ち、正しい生活態度、バランスのとれた社会観を養い人類の福祉（幸せ）に貢献する人材育成環境

を醸成する。 
TSR に基づく大学運営 
本学のビジョンや目標、さらには大学への期待や要望を実現し、信頼される行動を担保するのが TSR マ

ネジメントである。そのため、すべての教職員はナレッジマネジメントのもと、高い倫理観を育み、コン

プライアンスを保ち、組織人として優れた行動と貢献を促す。また、TSR に基づく自己点検・評価活動、

大学運営を推進し、PDCA サイクルを推進する。 
 

（２）学校法人の沿革 

明 
治 

18 年(1885） 天台宗大学設立 

20 年(1887） 真言宗新義派大学林・宗教大学（浄土宗）設立  

大

正 

3 年(1914） 私立大学智山勧学院設立 

8 年（1919） 高楠、姉崎、前田、村上、沢柳の 5博士、各宗管長に仏教連合大学の創設を提唱 

11 年（1922） 各宗幹部有志、各宗仏教連合大学の設立を提唱 

14 年（1925） 
天台宗・真言宗豊山派・浄土宗がこれに賛同し、天台宗大学、豊山大学（新義派大

学林改称）、宗教大学の学生を仏教連合大学（大正大学）に編入 

15 年（1926） 

大学令による大正大学（文学部・予科・専門部）設立、初代学長に沢柳政太郎博士

就任 

 

昭

和 

2 年（1927） 『大正大学学報』第一輯発行（昭和 28年『大正大学研究紀要』と改題） 

4 年（1929） 智山勧学院を智山専門学校と改称 

18 年（1943） 智山専門学校を大正大学に合併、第一回学徒出陣 

23 年（1948） 大正大学高等学校創立 

24 年（1949） 新学制による大正大学（仏教学部・文学部）設立 

26 年（1951） 大学院修士課程（仏教学・宗教学・国文学）を設置 

31 年（1956） 大学院博士課程（仏教学・宗教学・国文学）を設置 

32 年（1957） 綜合仏教研究所開設 

38 年（1963） カウンセリング研究所開設 

43 年（1968） 旧本館解体（現在車寄せ部分は明治村に移築されています） 

51 年（1976） 埼玉校地校舎取得。埼玉男子寮（道心寮）完成 

53 年（1978） 大学院修士課程・博士課程（史学）設置 

54 年（1979） 別科（仏教専修）設置 

55 年（1980） 
ハワイ大学 (米国)と姉妹校関係締結  

東国大学校 (大韓民国)と姉妹校関係締結 
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56 年（1981） 文学部文学科国文学専攻、英語英文学専攻設置 

57 年（1982） 文学部社会福祉学科設置 

61 年（1986） 河南大学 (中国)と姉妹校関係締結 

63 年（1988） 仏教学部に仏教文化コース新設 

 
 
 
 
 
 
 
 
平 
成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

元年（1989） 日本語教員養成講座開設 

2 年（1990） 
生涯教育コース（社会学科）、福祉心理学コース（社会福祉学科）、日本語コース（国

文学専攻）を開設 

5 年(1993） 新教育課程スタート、大正大学高等学校廃止 

7 年(1995） 
学生総合開発センター開設 
ミュンヘン大学（ドイツ）と教育交流協定締結 

8 年(1996） 大学院文学研究科比較文化専攻、社会福祉学専攻、臨床心理学専攻修士課程開設 

9 年（1997） 
大学院文学研究科比較文化学専攻、社会福祉学専攻、臨床心理学専攻修士課程開設、

大学院昼夜開講制スタート、国際センター開設 

10 年（1998） 北京大学・上海大学 (中国)と交流協定締結 

11 年（1999） 

カフェテリア増築  

大学院修士課程人間科学専攻、大学院博士課程福祉・臨床心理学専攻、 

比較文化専攻開設  

全学部学科昼間主コース・夜間主コース開設（昼夜開講制）  

人間学部人間福祉学科生涯教育専攻募集停止 

12 年（2000） 
新図書館完成  

社会学科を人間科学科に名称変更 

13 年（2001） 大学院仏教学研究科、人間学研究科を設置し、3研究科体制へ変更 

14 年（2002） 2号館新研究棟落慶 

15 年（2003） 

文学部改組（再編） 

表現文化学科、歴史文化学科設置  

人間学部仏教学科、人間科学科の収容定員変更 

17 年（2005） 

10号館教室棟完成  

キャリアエデュケーションセンター(CEC)開設  

ネクストコミュニティコース (NCC)開設 

20 年（2008） 人間学部人間科学科・人間科学専攻と教育人間学専攻を開設 

21 年（2009） 人間学部にアーバン福祉学科と臨床心理学科を開設  夜間主コースを廃止 

22 年（2010） 

仏教学部、文学部人文学科、表現学部を開設 

歴史文化学科を歴史学科に名称変更 

新 7号館完成 

23 年（2011） 

人間学部に人間環境学科、教育人間学科を開設 

人間学研究科社会福祉学専攻、人間科学専攻、福祉・臨床心理学専攻、文学研究科

国文学専攻、比較文化専攻の収容定員変更 
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平 
成 

24 年（2012） 
人間学部臨床心理学科、文学部歴史学科、表現学部表現文化学科の収容定員変更 新 

3号館完成 

25 年（2013） 

文学部人文学科の収容定員変更 

アーバン福祉学科を社会福祉学科に名称変更 

新 5号館、新 11 号館完成 

26 年（2014） 

人間学部人間科学科の収容定員変更 

仏教学研究科仏教学専攻、人間学研究科社会福祉学専攻、人間科学専攻、文学研究

科宗教学専攻、史学専攻、国文学専攻、比較文化専攻の収容定員変更 

27 年（2015） 文学部日本文学科設置 

28 年（2016） 地域創生学部地域創生学科、心理社会学部人間科学科、臨床心理学科設置 

29 年（2016） 
教職支援センター 

エンロールメント・マネジメント研究所開設 

30 年（2017） 時宗が運営に参画。 

令

和 

元年（2019） 総合学修支援機構ＤＡＣを設置 

２年（2020） 

人間学部教育人間学科、社会福祉学科、人間環境学科を改組し、 

社会共生学部公共政策学科、社会福祉学科を設置 

新８号館完成 

５年（2023） 
教学マネジメント推進機構、リレーションシップ・マネジメント推進機構、学生生

活支援機構、宗教教育・仏教文化振興機構を開設 

 

（３）設置学校等 

大正大学は、６学部（地域創生、社会共生、心理社会、文、表現、仏教）10学科と、３研究科（仏教学、

人間学、文学）の構成となっています。東京・巣鴨のキャンパスで約 5,000名の学生が学んでいます。 
教育面は、教員と学生の距離の近さを活かしたきめ細やかな学修サポートが特徴で、基礎力を磨き専門

性と教養の融合を図る学びを提供しています。また、就職支援についても、社会に出て活躍できる人材を

育てるため、教職協働で学生の就職支援にあたる就職総合支援センターを設置し、確かな「基礎力」と「自

立」をキーワードに教員と職員が一体となってキャリアサポートを行っています。 
 平成 26 年に現代の日本における地域創生・地域課題解決のための研究機関として地域構想研究所を設

立し、加えて、平成 28 年に地域創生学部を設置し、地域固有の価値を見出しながら、地域が抱える課題

を専門性と創造性、実践力で解決し、地域価値の継承や発展、創生を実現する人材を養成しています。 
 平成 29 年度は、エンロールメント・マネジメント研究所及び教職支援センターを設置し、TSR マネジ

メントの「5 つの社会的責任」の一つである「優れた教育・研究」がさらに発展し、充実いたしました。 
エンロールメント・マネジメント研究所は、教育改革・学生支援のさらなる促進・拡充のために、大学

として日本で初めて EM（Enrollment Management）や IR（Institutional Research）に関する研究を

行う研究所です。学生の入学前から卒業後までの一貫した情報を収集・分析・提供し、教育・研究・社会

貢献及び TSR マネジメント等について企画・立案・支援を行うことで、大学改革に資することを目的と

しています。この成果については、本学のみならず大学教育全体に貢献できるよう積極的に広く一般に公
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開していく予定です。 
令和元年 7 月には、学生の学びを総合的に支援する新たな総合学修支援機構「ＤＡＣ（ダイバーシテ

ィ・エ―ジェンシー・コミュニティ）」を設置しました。この「ＤＡＣ」は、本学が取り組んでいる「知

識集約型社会を支える人材育成事業」「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」の取組

みの推進機関でもあり、学生一人ひとりの学びをサポートし、生涯学び続けるための“学修習慣を身につ

けた”学生を育成していきます。 
令和２年４月には、人間学部を改組し、社会共生学部を開設しました。現在の日本は、少子高齢化・人

口減少・雇用問題など多くの課題を抱え、社会や地域のあり方が激変しています。そういった様々な公共

的課題を、政策という手段によって解決するための方法や技術を学ぶ「公共政策学科」と、医療・福祉・

教育など幅広い分野で支援を必要としている人の相談・援助を行うソーシャルワーカー(社会福祉士・精

神保健福祉士)を育成する「社会福祉学科」の 2 学科構成の学部です。学部名にある「共生」という言葉

は、現代においては一般用語化していますが、実は、本学の学長を 3 期にわたって歴任した椎尾弁匡博士

が提唱し、実践活動を行ったのが起源で、その後広く全国に波及したものです。社会共生学部は、「共生

マインド」を身に付け、「連携と協働」をテーマに地域の課題解決を担う人材育成を行います。 
加えて、11 月には、本学の教育事業である「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」

が、文部科学省の令和２年度大学教育再生戦略推進費「知識集約型社会を支える人材育成事業」の審査の

結果、採択されました。この審査では各国公私立大学長及び短期大学長宛てに公募が行われ、各大学等か

ら文部科学省へは 23 件の申請があり、6 件の事業が選定されました。 
本事業は、幅広い学融合の知識や創造力、変化に対応する力、異なる分野のネットワーク結節点となる

ためのコミュニケーション力を本学で学ぶ全学生に身に付けさせることにより、我が国において新時代

の地域を牽引するアントレプレナーシップを身に付けた「地域戦略人材」（多面的な性質をもつ地域の課

題解決に向けて異なる専門分野の多様な人材を統合し、調整する新しいリーダー）を育成します。実施に

あたっては、本学の特色である地学連携体制・産学協創体制を生かして学融合・学際・課題解決型の教育

プログラムを構築します。そして、総合学修支援機構 DAC をハブとして学内の各組織を有機的に連携さ

せ、教育及び学生支援体制の基盤を確立すると共に社会とのインタラクションを活発化させます。さらに、

リカレント教育の提供等による生涯を通じた教育サポートの構築や、独自メディアを活用した成果の発

信も予定しています。 
 令和３年度においては、データサイエンス教育の全学的実施、クロスディシプリン教育の実証実験・学

内の調整・準備、アントレプレナーシップ養成プレプログラムを新規に実施しました。アントレプレナー

シッププレプログラムについては、試行プログラムとして、希望する学生を対象に活動テーマを示し、自

発的に参画を促し、課外のプログラム（非単位プログラム）として展開しました。意欲のある学生が相当

数それぞれのテーマに参加しました。 
 令和４年度においては、第Ⅰ類科目「リーダーシップ」、第Ⅱ類科目「学融合ゼミナール」、第Ⅲ類科目

「アントレプレナーシップ育成教育プログラム」の基礎科目を新たに実施しました。学生が、幅広い学融

合の知識や創造力、従来の枠組みを超えた学融合的・学際的な視点を身につけ、時代の変化に合わせて社

会を牽引し、あるいは支えていく人材の育成を目指しています。 
 令和５年度においては、アントレプレナーシップ育成教育の「スキル科目群」と「実践科目群」を開始

し、育成人材モデルに応じた地域戦略人材、 企業内リーダーシップ人材（イントレプレナー）、起業人材

（アントレプレナー）の３つのコースを設けました。これらのコースには、新ビジネス開拓、既存の仕事
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や事業の改革、人やコミュニティづくりなど新しいことに一歩を踏み出し、社会に貢献できる能力を「知

識」と「実践」の融合により修得する科目を設けています。講義では、様々な分野で活躍する方々から話

を聞き、地域を題材とした学びと活動を一体化したワークショップやインターンシップなどの実践的な

学びを通して、新しいことにチャレンジするアントレプレナーシップの修得を目指しました。これらの科

目を 24 単位以上修得することにより、修了証を授与する予定です。 
 アントレプレナーシップ育成教育はイシュー型の実践科目が中心となるプログラムであり、２年次後

半の基礎科目から始まり、ソフトスキル科目、ハードスキル科目と積み上げていき、最終的には来年度の

４年次にマイスターワークショップを履修することで完成します。 
 

学校法人 大正大学 

理事長  柏木 正博 
 

大正大学［大正 15年 4月 1日設立］ 

巣鴨キャンパス 東京都豊島区西巣鴨 3−20−1 
埼玉校舎    埼玉県北葛飾郡松伏町大字築比地 
学長      神達 知純 
 
綜合仏教研究所［昭和 32年 4月 1日設立］ 

[事業内容] 

新進気鋭の仏教研究者の育成 

仏教を中心とした諸宗教・諸思想の研究とその成果の発表 

以上の事業にかかわる新資料の発掘と出版 

斯界の第一人者による公開講義 

国際化・学際化・情報化時代に適応した仏教研究の展開 

 

カウンセリング研究所［昭和 38年 5月 13日設立］  

[事業内容] 

カウンセラーの養成・教育・訓練 

臨床心理士養成に係る本学大学院生の実習 

カウンセリングに関する学術研究 

本学関係諸機関・設立宗門との連携活動 

臨床活動 

 

地域構想研究所［平成 26 年 10 月 1 日設立］ 
[事業内容] 

地域活性化の構想と実現を担う人材育成 

研究所における人材育成プログラムの実施 
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地域（地方）の連携先における講習会・セミナー等の実施 

広域地域連携事業 

特定地域との連携による地域振興支援事業 

地域産業，地域企業の経営・起業支援事業 

外部資金獲得（国庫補助金・民間基金等）による補助事業の実施 

Web サイト等による情報提供 

本学の設立基盤を支える宗教法人との連携による地域連携，地域貢献及び仏教者の社会的責任（BSR）推進

にかかる事業 

学校法人の指示による特別研究事業 

その他必要な研究及び実践活動 

 

エンロールメント・マネジメント研究所［平成 29 年 10 月 1 日設立］ 
[事業内容] 

入学前から卒業後まで一貫した調査分析 

BIツール等の IR システムの調査研究 

EMIR勉強会を主催することによる本研究所の成果の国内外への発信 

PBL、AL の成果や効果の検証および可視化、成績評価等の研究 

学修成果の可視化に関する調査分析 

高等学校の探究型学習の達成度や成績評価等へのインパクト創出 

高大接続型の新入試の設計や評価に関する調査研究 

高等学校での学修履歴と大学の学修成果および社会人が評価する学修成果の在り方等の研究 

高等教育政策やトレンド、競合大学の状況、高等学校等の学外情報の収集分析 
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【教育組織図】（令和 5 年 6 月 1 日現在） 
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【事務組織図】（令和5年6月1日現在） 

 
 



12 
 

（４）役員及び教職員に関する情報 

令和 6 年 3 月 30 日現在 

№ 区 分 
常勤 

非常勤 
氏  名 

学内 

役職 
選 任 条 項 

1 理事長 常勤 柏木 正博  第６条第２項 

2 副理事長 非常勤 星野 英紀  第６条第３項 

3 理事 常勤 神達 知純 学長 第７条第１項第 1 号 

4 専務理事 常勤 平盛 聖樹  第６条第４項 

5 常務理事 非常勤 塩入 法道  第６条第５項 

6 常務理事 非常勤 山川 弘巳  第６条第５項 

7 常務理事 非常勤 千野 法人  第６条第５項 

8 理事 非常勤 谷 晃昭  第７条第１項第３号 

9 理事 非常勤 大塚 伸夫  第７条第１項第３号 

10 理事 非常勤 小峰 一成  第７条第１項第３号 

11 理事 非常勤 勝崎 裕彦  第７条第１項第２号 

12 理事 非常勤 小嶋 知善  第７条第１項第２号 

13 理事 非常勤 池田 常臣  第７条第１項第３号 

14 理事 常勤 阿部 海秀 事務局長 第７条第１項第３号 

・任期 令和７年度の最初の定時評議員会の終結の時まで    
・寄附行為第７条第１項第１号 

 学長 

・寄附行為第７条第１項第２号 

 評議員のうちから、評議員会において選任した者 ６人   

・寄附行為第７条第１項第３号 

 学識経験者で理事会において選任した者 ６人以上８人以内 

・非業務執行理事として、その任務を怠ったことにより学校法人大正大学に損害を与えた場合におい

て、非業務執行理事がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、私立学校法にお

いて準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定に基づく最低責任限度額を限度とし

て、学校法人大正大学に対して損害賠償責任を負うものとする。ただし、損害額のうち責任限度額を

上回る部分については、学校法人大正大学は非業務執行理事を当然に免責するものとする。 
 
●監事（定数 4 名／現員 4 名） 

令和 6 年 3 月 30 日現在 
区 分 常勤／非常勤 氏名 

監事 非常勤 濱田 智純 

監事 非常勤 岩脇 彰信 

監事 非常勤 平野 明宏 
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監事 非常勤 小池 啓三郎 

・任期 令和７年度の最初の定時評議員会の終結の時まで 
・監事は、この法人の理事、職員（学長、教員その他の職員を含む。以下同じ。）及び評議員以

外の者のうちから宗教法人天台宗、真言宗豊山派、真言宗智山派及び浄土宗がそれぞれ推薦する

者各 1 人について評議員会の同意を得て理事長が選任する。 
・役員選任にあたっては、その管理及び運営に適性を有する者が選ばれるよう努めるとともに、

各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族が１人を超えて含まれてはならない。 
 
●顧問 

令和 6 年 3 月 30 日現在 
区分 常勤／非常勤 氏名 

顧問 非常勤 阿部 昌宏 

顧問 非常勤 鈴木 常英 

顧問 非常勤 三神 栄法 

顧問 非常勤 川中 光教 

 
●評議員（定数 31～34 名／現員 34 名） 

令和 6 年 3 月 30 現在  
№ 氏  名 学内役職等 選 任 条 項 

1 新保 祐光 社会福祉学科・教授 第２４条第１項第１号 

2 中川 仁喜 歴史学科・准教授 第２４条第１項第１号 

3 木内 堯大 仏教学科・准教授 第２４条第１項第１号 

4 堀内 規之 
仏教学部長 

仏教学科・教授 
第２４条第１項第１号 

5 櫛田 良道 
学長補佐 

歴史学科・准教授 
第２４条第１項第１号 

6 星野 壮 人文学科・准教授 第２４条第１項第１号 

7 種村 隆元 
仏教学研究科長 
仏教学科・教授 

第２４条第１項第１号 

8 佐々木 大樹 
学長補佐 

仏教学科・准教授 
第２４条第１項第１号 

9 阿部  貴子 仏教学科・教授 第２４条第１項第１号 

10 林田 康順 仏教学科・教授 第２４条第１項第１号 

11 石川 琢道 
仏教学科長 

仏教学科・教授 
第２４条第１項第１号 

12 曾根 宣雄 仏教学科・教授 第２４条第１項第１号 

13 德永 直彰 表現文化学科・准教授 第２４条第１項第１号 

14 寺田 喜朗 人文学科・教授 第２４条第１項第１号 
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15 外川 智恵 表現文化学科・教授 第２４条第１項第１号 

16 塩入 法道 常務理事 第２４条第１項第２号 

17 細野 舜海  第２４条第１項第２号 

18 細沼 秀行  第２４条第１項第２号 

19 氏家 拡譽  第２４条第１項第２号 

20 山川 弘巳 常務理事 第２４条第１項第２号 

21 本多 隆仁  第２４条第１項第２号 

22 千野 法人 常務理事 第２４条第１項第２号 

23 勝崎 裕彦 理事 第２４条第１項第２号 

24 小嶋 知善 理事 第２４条第１項第２号 

25 小林 正道  第２４条第１項第２号 

26 杉谷 義純  第２４条第１項第３号 

27 星野 英紀 副理事長 第２４条第１項第３号 

28 深澤 照生  第２４条第１項第３号 

29 岡本 宣丈  第２４条第１項第３号 

30 杉山 俊明  第２４条第１項第３号 

31 宮林 雄彦  第２４条第１項第３号 

32 長島 明道  第２４条第１項第３号 

33 石田 順子 
大正大学事業法人 

ティー・マップ代表 

取締役 

第２４条第１項第３号 

34 遠藤 健治 

一般社団法人 

南三陸研修センター 

代表理事 

第２４条第１項第３号 

・任期 令和７年度の最初の定時評議員会の終結の時まで 

・寄附行為第 241項第 1号 

 この法人の職員のうちから理事会において選任した者  

・寄附行為第 24第 1項第 2号  

 この法人の設置する学校を卒業した者で年令 25才以上のもののうちから理事会において選任した者  

・寄附行為第 24第 1項第 3号 

 学識経験者（職員を除く。）のうちから理事会において選任した者  
・私立学校法 42 条 2 項により、評議員会を議決機関としています。 
・寄附行為：https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/2024_donation.pdf 
・役員報酬基準：https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/houjin.pdf 
・役員賠償責任保険契約  
私学法の改正に伴い、役員の損害賠償責任が明確となり、令和４年４月１日から会社役員賠償責任保険

に加入している。 
 

https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/2024_donation.pdf
https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/houjin.pdf
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●専任教員数（職位別構成） 

令和 5年 5月 1日現在 

学部 学科 教授 准教授 講師 助教 合計 

仏教学部 仏教学科 9 6 5 0 20 

仏教学部 計 9 6 5 0 20 

人間学部 人間環境学科 0 0 0 0 0 

人間学部 計 0 0 0 0 0 

社会共生学

部 

公共政策学科 11 3 1 0 15 

社会福祉学科 7 1 1 0 9 

社会共生学部 計 18 4 2 0 24 

心理社会学

部 

人間科学科 9 3 2 0 14 

臨床心理学科 6 4 4 0 14 

心理社会学部 計 15 7 6 0 28 

文学部 

人文学科 6 4 0 0 10 

日本文学科 4 3 1 0 8 

歴史学科 8 5 2 1 16 

文学部 計 18 12 3 1 34 

表現学部 表現文化学科 9 3 6 1 19 

表現学部 計 9 3 6 1 19 

地域創生学

部 
地域創生学科 7 6 3 1 17 

地域創生学部 計 7 6 3 1 17 

その他 5 1 4 1 11 

合 計 81 39 29 4 153 



16 
 

●専任教員数（年齢別構成） 
令和 5年 5月 1日現在 

学部 学科 
30歳 

未満 
30代 40代 50代 50代 

70歳 

以上 
合計 

仏教学部 仏教学科 0 1 8 8 3 0 20 

仏教学部 計 0 1 8 8 3 0 20 

人間学部 

人間環境学科 0 0 0 0 0 0 0 

教育人間学科 0 0 0 0 0 0 0 

人間学部 計 0 0 0 0 0 0 0 

社会共生学部 

公共政策学科 0 0 3 6 4 2 15 

社会福祉学科 0 0 2 4 3 0 9 

社会共生学部 計 0 0 5 10 7 2 24 

心理社会学部 

人間科学科 0 1 4 5 4 0 14 

臨床心理学科 0 3 6 5 0 0 14 

心理社会学部 計 0 4 10 10 4 0 28 

文学部 

人文学科 0 0 3 3 4 0 10 

日本文学科 0 0 4 2 2 0 8 

歴史学科 0 0 7 4 5 0 16 

文学部 計 0 0 14 9 11 0 34 

表現学部 表現文化学科 0 1 6 6 5 1 19 
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表現学部 計 0 1 6 6 5 1 19 

地域創生学部 地域創生学科 0 0 4 4 7 2 17 

地域創生学部 計 0 0 4 4 7 2 17 

その他 0 1 4 4 2 0 11 

合 計 0 7 51 51 39 5 153 

 

●兼務教員数 
令和 5年 5月 1日現在 

仏教学部 文学部 表現学部 心理社会学部 地域創生学部 社会共生学部 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

57 6 63 36 23 59 52 26 78 22 17 39 6 4 10 23 11 34 

●専任職員数 
令和 5年 5月 1日現在      

事務系 技術技能系 医療系 教務系 厚生補導系 その他 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

79 86 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 79 86 165 

 

●兼務職員数 

      令和 5年 5月 1日現在 

事務系 技術技能系 医療系 教務系 厚生補導系 その他 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

97 209 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 97 209 306 

 
 

（５）教育研究上の基本となる組織に関する情報 

学部  学科 
仏教学部 1 仏教学科 

社会共生学部 
2 公共政策学科 

3 社会福祉学科 

人間学部（※） 
4 社会福祉学科 

5 人間環境学科 
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心理社会学部 
6 人間科学科 

7 臨床心理学科 

文学部 

8 人文学科 

9 日本文学科 

10 歴史学科 

表現学部 11 表現文化学科 

地域創生学部 12 地域創生学科 

研究科  専攻 

仏教学研究科 13 仏教学専攻（前期・後期） 

人間学研究科 

14 社会福祉学専攻（前期） 

15 臨床心理学専攻（前期） 
16 人間科学専攻（前期） 

17 福祉・臨床心理学専攻（後期） 

文学研究科 

18 宗教学専攻（前期・後期） 

19 史学専攻（前期・後期） 

20 国文学専攻（前期・後期） 
※人間学部募集停止 

 

（６）教員組織、教員の保有学位及び業績に関する情報 

●教員組織 
役職 氏名 任期 任期期間 

学長 神達 知純 4年 令和5年11月1日～令和9年10月31日 
副学長（教学担当） 山内 洋 

2年 令和5年11月1日～令和7年10月31日 
副学長（就職・渉外担当） 白土 健 
学長補佐 

 

小林 伸二 

2年 令和5年11月1日～令和7年10月31日 

学長補佐 
 

伊藤 淑子 
学長補佐 宮崎 牧子 
学長補佐 佐々木 大樹 
学長補佐 櫛田 良道 
学長補佐 野村島 弘美 
学長補佐 高柳 直弥 

 

役職 氏名 任期 任期期間 

図書館長 稲井 達也 2年 令和5年11月1日～令和7年10月31日 
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役職 氏名 任期 任期期間 

仏教学部長 堀内 規之 

2年 令和5年11月1日～令和7年10月31日 

社会共生学部長 高橋 正弘 
心理社会学部長 青木 聡 
文学部長 佐々木 倫朗 

表現学部長 榎本 了壱 
心理社会学部長 内田 英二 
地域創生学部長 高橋 正弘 

 

役職 氏名 任期 任期期間 

仏教学研究科長 堀内 規之 
4年 令和5年11月1日～令和7年10月31日 人間学研究科長 長谷川 智子 

文学研究科長 塚田 良道 
 
●教員の保有学位及び業績 
教員の保有学位及び業績については、学校教育法施行規則に基づき、本学ホームページ「知

のナビゲーター（教員紹介）」及び research mapにおいて公開しています。 

知のナビゲーター（教員紹介）：https://www.tais.ac.jp/chinavi/ 

Researchmap：https://researchmap.jp/ 

 

 
 
 
 
 
 
 

https://www.tais.ac.jp/chinavi/
https://researchmap.jp/
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（７）学生に関する情報 

●学部の入学定員・収容定員・在籍学生数 
令和 5 年 5 月 1 日現在 

学部 学科 入学  

定員 

3年   

編入   

定員 

収容   

定員 

在学生数 
収容   

定員 

充足率    

※1 学年 1年 2年 3年 4年 合計 

仏教

学部 
仏教学科 100 33 458 87 91 124 125 427 0.92 

仏教学部 計 100 33 458 87 91 124 125 427 0.92 

人間

学部 

社会福祉学科 ※2 - - - 0 0 0 3 3 - 

人間環境学科 ※2 - - - 0 0 0 1 1 - 

人間学部 計 0 0 0 0 0 0 4 4 - 

社会

共生

学部 

公共政策学科 130 - 520 146 100 96 120 462 0.89 

社会福祉学科 65 2 264 65 54 62 65 246 0.93 

社会共生学部 計 195 2 784 211 154 158 185 708 0.90 

心理

社会

学部 

人間科学科 120 2 484 125 145 119 131 520 1.07 

臨床心理学科 110 2 444 163 157 110 131 561 1.26 

心理社会学部 計 230 4 928 288 302 229 262 1081 1.16 

文学

部 

人文学科 65 2 264 79 89 64 65 297 1.13 

日本文学科 70 2 284 74 98 75 77 324 1.14 

歴史学科 160 2 644 170 194 147 171 682 1.06 

文学部 計 295 6 1192 323 381 286 313 1303 1.09 

表現

学部 
表現文化学科 205 - 820 230 265 210 210 915 1.12 

表現学部 計 205 0 820 230 265 210 210 915 1.12 

地域

創生

学部 

地域創生学科 100 - 400 107 91 89 107 394 0.99 

地域創生学部 計 100 - 400 107 91 89 107 394 0.99 

合 計 1125 45 4590 1246 1284 1096 1206 4832 1.05 

※1 「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
※2 人間学部社会福祉学科、人間環境学科は、令和 2 年 4 月より学生募集を停止。 
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入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）については、本学ホームページ、出願ガイドにおいて

公開しています。 
https://www.tais.ac.jp/e-book/ 
https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy 
 
 

●大学院の入学定員・収容定員・学生数［博士前期課程］ 
令和 5 年 5 月 1 日現在  

課程 研究科 専攻 
入学 
定員 

収容 
定員 

在籍学生数 
収容 
定員 
充足率 学年 1 年 2 年 合計 

博士前期 

課程 
 

（修士課程） 

仏教学研究科 仏教学専攻 30 60 24 21 45 0.75 

仏教学研究科 計 30 60 24 21 45 0.75 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 5 10 3 3 6 0.60 

臨床心理学専攻 18 36 16 18 34 0.94 

人間科学専攻 3 6 0 0 0 0.00 

人間学研究科 計 26 52 20 21 41 0.79 

文学研究科 

宗教学専攻 5 10 8 6 14 1.40 

史学専攻 10 20 7 12 19 0.95 

国文学専攻 3 6 2 3 5 0.83 

文学研究科 計 18 36 17 21 38 1.06 

修士課程（博士前期課程） 計 74 148 61 63 124 0.84 

※「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
 
 
●大学院の入学定員・収容定員・学生数［博士後期課程］ 

令和 5 年 5 月 1 日現在  

課程 研究科 専攻 
入学 

定員 

収容 

定員 
在籍学生数 

収容 

定員 

充足率 学年 1年 2年 3年 計 

博士後期

課程 

仏教学研究科 仏教学専攻 7 21 5 5 6 16 0.76 

仏教学研究科 計 7 21 5 5 6 16 0.76 

人間学研究科 
福祉・臨床心理学 

専攻 
3 9 0 1 0 1 0.11 

人間学研究科 計 3 9 0 1 0 1 0.11 

https://www.tais.ac.jp/e-book/
https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy
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文学研究科 

宗教学専攻 2 6 3 1 0 4 0.67 

史学専攻 2 6 1 2 1 4 0.67 

国文学専攻 2 6 0 0 0 0 0.00 

文学研究科 計 6 22 4 3 1 8 0.44 

博士後期課程 計 16 52 9 9 7 25 0.52 

※「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
 
●社会人学生数（学部） 

令和 5年 5月 1日現在   

学部 学科 在学生数 

学年 1年 2年 3年 4年 合計 

仏教学部 仏教学科 2 1 5 1 9 

仏教学部 計 2 1 5 1 9 

心理社 

会学部 

人間科学科 0 0 0 0 0 

臨床心理学科 1 0 0 1 2 

心理社会学部 計 1 0 0 1 2 

文学部 
人文学科 0 0 0 0 0 

歴史学科 1 0 0 0 1 

文学部 計 1 0 0 0 1 

合 計 4 1 5 2 12 

※社会人学生とは、社会人入学者選抜試験又は仏教学科社会人特別入学者選抜試験を利用して入学した学生をいう。 

 
●社会人学生数（大学院 博士前期課程） 

令和 5年 5月 1日現在 

課程 研究科 専攻 在学生数 

学年 1年 2年 合計 

博士 

前期 

課程 

仏教学研究科 仏教学専攻 1 1 2 

仏教学研究科 計 1 1 2 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 1 2 3 

臨床心理学専攻 2 4 6 

人間科学専攻 0 0 0 

人間学研究科 計 3 6 9 

文学研究科 

宗教学専攻 3 1 4 

史学専攻 1 2 3 

国文学専攻 0 0 0 

比較文化専攻 0 0 0 
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文学研究科 計 4 3 7 

博士前期課程 計 8 10 18 

 

※社会人学生とは、社会人入学試験、フェニックス社会人特別入学試験、スカラシップ入学試験、専門職

特別入学試験を利用して入学した学生をいう。 
※博士後期課程は一般入試のみのため、該当なし。 
 
・社会人入学試験・・・・社会人としての活動や経験を有し、相応の実績を持つとともに、大学において

学ぶ意欲と問題意識および具体的な学習計画を持つ者を対象とした入試制度。 
 
・フェニックス社会人特別入学試験（文学研究科のみ）・・・学位取得を目指す、専門知識や社会経験の

豊富な人のための入試制度。 
 
・スカラシップ入学試験・・・教育関連、福祉・心理臨床、文化振興関連の専門職に在職したまま、大学

院においてそれらの能力を高め、かつ仕事の現場で活かしたいと考える者のための入試制度。 
 
・専門職特別入試（社会福祉学専攻のみ）・・・福祉・保健専門職経験が 10 年以上あり、自分の専門性を

さらに磨こうと大学院入学を希望する者に、広く門戸を開くための入試制度。 
 
●教員一人当たり学生数（学部） 

令和 5 年 5 月 1 日現在 

学部 学科 学生数 
専任 
教員数 

教員一人当たり 
学生数 

仏教学部 仏教学科 427 20 21.4 
仏教学部 計 427 20 21.4 

人間学部 社会福祉学科（※１） 3 0 - 
人間環境学科（※２） 1 0 - 

人間学部 計 4 0 - 
社会共生学部 公共政策学科（※２） 462 15 30.8 

社会福祉学科（※１） 246 9 27.3 
社会共生学部 計 708 24 29.5 

心理社会学部 人間科学科 520 14 37.1 
臨床心理学科 561 14 40.1 

心理社会学部 計 1081 28 38.6 
文学部 人文学科 297 10 29.7 

日本文学科 324 8 40.5 
歴史学科 682 16 42.6 

文学部 計 1303 34 38.3 
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表現学部 表現文化学科 915 19 48.2 
表現学部 計 915 19 48.2 

地域創生学部 地域創生学科 394 17 23.2 
地域創生学部 計 394 17 23.2 

その他 
 

11 
 

合 計 4832 153 31.6 
※１ 人間学部社会福祉学科教員は、社会共生学部社会福祉学科に含む。 
※２ 人間学部人間環境学科教員は、社会共生学部公共政策学科に含む。 
 
●教員一人当たり学生数（大学院）［博士前期課程］ 

令和 5 年 5 月 1 日現在 

修士課程 在学生数 専任教員数 
教員一人当たり 

学生数 
仏教学研究科 仏教学専攻 45 15 3.0 

仏教学研究科 計 45 15 3.0 
人間学研究科 社会福祉学専攻 6 7 0.9 

臨床心理学専攻 35 8 4.4 
人間科学専攻 0 9 0.0 

人間学研究科 計 41 24 1.7 
文学研究科 宗教学専攻 14 8 1.8 

史学専攻 19 11 1.7 
国文学専攻 5 5 1.0 

文学研究科 計 38 24 1.6 
合 計 124 63 2.0 

 
●教員一人当たり学生数（大学院）［博士後期課程］ 

令和 5 年 5 月 1 日現在 

博士課程 在学生数 専任教員数 
教員一人当たり 

学生数 
仏教学研究科 仏教学専攻 16 14 1.1 

仏教学研究科 計 16 14 1.1 

人間学研究科 
福祉・臨床心理

学専攻 
1 17 0.1 

人間学研究科 計 1 17 0.1 

文学研究科 
宗教学専攻 4 8 0.5 
史学専攻 4 7 0.6 
国文学専攻 0 6 0.0 

文学研究科 計 8 21 0.4 
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合 計 25 52 0.5 
 
● 入学者数（学部） 

令和 5 年 4 月 1 日現在 
学部 学科 入学定員 志願者数 入学者数 

仏教学部 仏教学科 100 193 81 

仏教学部 計 100 193 81 

社会共生学部 
公共政策学科 130 563 140 

社会福祉学科 65 302 63 

社会共生学部 計 195 865 203 

心理社会学部 
人間科学科 120 854 123 

臨床心理学科 110 851 158 

心理社会学部 計 230 1705 281 

文学部 
人文学科 65 509 78 

日本文学科 70 555 73 

歴史学科 160 755 163 

文学部 計 295 1819 312 

表現学部 表現文化学科 205 989 225 

表現学部 計 205 989 225 

地域創生学部 地域創生学科 100 516 107 

地域創生学部 計 100 516 107 

合計 1125 6087 1209 

 
● 3 年次編入学者数（学部） 

令和 5 年 4 月 1 日現在 
学部 学科 3年次編入学定員 志願者数 3年次編入学者数 

仏教学部 仏教学科 33 30 25 

仏教学部 計 33 30 25 

社会共生学部 社会福祉学科 2 0 0 

社会共生学部 計 2 0 0 

心理社会学部 
臨床心理学科 2 9 1 

人間科学科 2 6 0 

心理社会学部 計 4 15 1 

文学部 

人文学科 2 17 5 

日本文学科 2 1 0 

歴史学科 2 8 4 

文学部 計 6 26 9 

合計 45 71 35 
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● 入学者数（大学院）［博士前期課程］ 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

研究科 専攻 入学定員 志願者数 入学者数 
仏教学研究科 仏教学専攻 30 27 24 

仏教学研究科 計 30 27 24 

人間学研究科 社会福祉学専攻 5 5 3 

臨床心理学専攻 18 73 17 

人間科学専攻 3 4 0 

人間学研究科 計 26 82 20 

文学研究科 宗教学専攻 5 6 6 

史学専攻 10 12 6 

国文学専攻 3 2 2 

文学研究科 計 18 20 14 

修士課程（博士前期課程） 計 74 129 58 

 
 
● 入学者数（大学院）［博士後期課程］ 

令和 5 年 4 月 1 日現在 
研究科 専攻 入学定員 志願者数 入学者数 

仏教学研究科 仏教学専攻 7 6 5 
仏教学研究科 計 7 6 5 

人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 3 2 0 
人間学研究科 計 3 2 0 

文学研究科 宗教学専攻 2 1 4 
史学専攻 2 2 1 
国文学専攻 2 0 0 

文学研究科 計 6 3 5 
博士後期課程 計 16 11 10 

 
● 学位授与者数（学部） 

令和 6 年 3 月 31 日現在  

学部 学科 学位授与者数 
令和 4 年度卒業生に 
授与した学位の名称 

仏教学部 仏教学科 117 学士（仏教学） 

仏教学部 計 117  

人間学部 
社会福祉学科 3 学士（社会福祉学） 
人間環境学科 1 学士（人間環境学） 
臨床心理学科 - 学士（臨床心理学） 
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人間科学科 - 学士（人間科学） 
教育人間学科 - 学士（教育人間学） 

人間学部 計 4  

社会共生学部 
社会福祉学科 65 学士（社会福祉学） 
公共政策学科 112 学士（公共政策学） 

社会共生学部 計 177  

心理社会学部 
人間科学科 118 学士（人間科学） 
臨床心理学科 116 学士（臨床心理学） 

心理社会学部 計 234  

文学部 
日本文学科 71 学士（日本文学） 
人文学科 60 学士（人文学） 
歴史学科 163 学士（歴史学） 

文学部 計 294  

表現学部 表現文化学科 195 学士（表現文化） 

表現学部 計 195  

地域創生学部 地域創生学科 98 学士（経済学） 

地域創生学部 計 98  

合 計 1119  

 
●学位授与者数（大学院）［博士前期課程］ 

令和 6 年 3 月 31 日現在   

研究科 専攻 学位授与者数 
令和 4 年度修了生に 
授与した学位の名称 

仏教学研究科 仏教学専攻 16 修士（仏教学） 

仏教学研究科 計 16  

人間学研究科 
社会福祉学専攻 2 修士（社会福祉学） 
臨床心理学専攻 15 修士（臨床心理学） 
人間科学専攻 0 修士（人間科学） 

人間学研究科 計 17  

文学研究科 
宗教学専攻 5 修士（文学） 
史学専攻 10 修士（文学） 
国文学専攻 2 修士（文学） 

文学研究科 計 17  

修士課程（博士前期課程） 計 50  
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●学位授与者数（大学院）［博士後期課程］ 
令和 6 年 3 月 31 日現在   

研究科 専攻 課程 論文 令和 4 年度修了生に 
授与した学位の名称 

仏教学研究科 仏教学専攻 2 0 博士（仏教学） 

仏教学研究科 計 2 0  

人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 0 0 博士（人間学） 

人間学研究科 計 0 0  

文学研究科 

宗教学専攻 0 0 博士（文学） 

史学専攻 0 0 博士（文学） 

国文学専攻 0 0 博士（文学） 

文学研究科 計 0 0  

合 計 2 0  

 

●令和 5年度中途退学率 

（学部） 

学部名 
合計 

令和 5 年度在学生数 
（C) 

中途退学率 
（（A)+（B))÷（C) 

退学 
（A) 

除籍 
（B) 

仏教学部 16 1 427 4.0% 

社会共生学部 19 4 708 3.3% 

心理社会学部 26 4 1081 2.8% 

文学部 27 4 1303 2.4% 

表現学部 20 2 915 2.4% 

地域創生学部 6 3 394 2.3% 

合 計 114 18 4832 2.7% 

 
（大学院）［博士前期課程］ 

研究科名 

合計 
令和 5年度在学生数 

（C) 

中途退学率 

（（A)+（B))÷（C) 
退学 

（A) 

除籍 

（B) 

仏教学研究科 3 0 45 6.7% 

人間学研究科 0 0 41 0.0% 

文学研究科 5 0 38 13.2% 

合 計 8 0 124 6.5% 
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（大学院）［博士後期課程］ 

研究科名 

合計 
令和 4年度在学生数 

（C) 

中途退学率 

（（A)+（B))÷（C) 
退学 

（A) 

除籍 

（B) 

仏教学研究科 1 0 16 6.3% 

人間学研究科 0 0 1 0.0% 

文学研究科 0 0 8 0.0% 

合 計 1 0 25 4.0% 

 
●就職・進学の状況 
（学部）                            令和 6 年 5 月 1 日現在 

学部・学科 

卒
業
者
数 

進
学
者
数 

就
職
希
望
者
数 

就
職
者
数 

就
職
率 

（
※1

） 

大
学
院
進
学
率 

（
※

2

） 

仏教学部 117 19 81 80 98.8% 16.2% 

人間学部 4 0 4 4 100.0% 0.0% 

社会共生学部 177 1 162 157 96.9% 0.6% 

心理社会学部 234 10 195 190 97.4% 4.3% 

文学部 294 13 259 250 96.5% 4.4% 

表現学部 195 0 180 174 96.7% 0.0% 

地域創生学部 98 1 92 91 98.9% 0.0% 

合計 1119 44 973 946 97.2% 3.8% 

（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 
（※2）大学院進学率は卒業生数に占める大学院研究科進学者数の割合で算出 
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（大学院）［博士前期課程］  

                             令和 6年 5月 1日現在 

課
程 

研究科・専攻 

修
了
者
数 

進
学
者
数 

就
職
希
望
者
数 

就
職
者
数 

就
職
率 

（
※1

） 
大
学
院
進
学
率 

（
※2

） 

修士課程 

仏教学研究科  16 7 9 9 100.0% 43.8% 

人間学研究科  17 0 17 16 94.1% 0.0% 

文学研究科  17 1 11 11 100.0% 5.9% 

修士課程（博士前期課程） 計 50 8 37 36 97.3% 16.0% 

（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 

（※2）大学院進学率は卒業生数に占める大学院研究科進学者数の割合で算出 

 

（大学院）［博士後期課程］                   令和 6年 5月 1日現在 

課
程 

研究科・専攻 

修
了
者
数 

就
職
希
望
者
数 

就
職
者
数 

就
職
率 

（
※1

） 

博士後期課程  

仏教学研究科 計 5 5 5 100.0% 

人間学研究科 計 0 0 0 - 

文学研究科 計 1 0 0 - 

博士後期課程 計 6 5 5 100.0% 

（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 

 
主な就職先については、本学ホームページ・就職支援ガイドに掲載しています。 

https://www.tais.ac.jp/job_carrer/result/ 

 

 

 

 

https://www.tais.ac.jp/job_carrer/result/
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（８）教育課程に関する情報 

 教育課程については、履修要項等に掲載し、本学ホームページにおいても公開しています。 

https://www.tais.ac.jp/guide/info/degree/ 

【大学院】 

 各専攻の教育課程については、履修要項に授業を掲載しています。平成 17 年度より、「大学院研究科共

通科目」を開設しています。8単位を上限として修了単位認定をすることができます。開設の趣旨は、本学

大学院で開講している科目で、自分の専攻の専門科目に加えてそれぞれの関心のある分野の科目を履修す

ることにより、あるいは自専攻の近隣領域を学ぶことにより、修了時により幅広い視野と知識を身に付け

ることを目的としています。 

本学の教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）は、ホームページ等において公開していま

す。 

https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy/ 

 

（９）学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっての基準に関する情報 

●卒業認定・学位授与に関する方針（ディプロマポリシー） 
知識・技能 
①社会においてよりよく生きるための力となる幅広い教養と学びの技法を身につけている。(自灯明) 
②自らの専門分野の学習内容と研究方法の核心を理解し、現実社会の中で活用できる。(自灯明) 
思考・判断・表現 
③自ら問いを立て、多面的かつ重層的に思考することによって、その問いを探究し続けることができる。(中道) 
④己の立場にとらわれず、意見や価値観の異なる人々の考えを傾聴した上で、自らのそれを再構築し、論

理的・創造的に表現することができる。(中道) 
関心・意欲・態度 
⑤より良い社会の形成と発展に寄与していくために、利他の精神をもって主体的かつ実践的に学習成果を

活かそうとする姿勢を身につけている。(慈悲) 
⑥他者に対して親愛の情を抱き、互いを尊重しながら、ともに目標を達成しようとする協働性を身につけ

ている。(共生) 
各学科、各大学院専攻のディプロマポリシーについても、本学ホームページにおいて公表しています。 
https://www.tais.ac.jp/faculty/tais_policy/ 
 
●成績評価 
 成績評価は当該教科の担当教員が行い、試験・レポート・授業への取り組み等を総合的に勘案して評価

されます。より適正な成績評価をするため、下記の通り評価を行っています。 

https://www.tais.ac.jp/guide/info/degree/
https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy/
https://www.tais.ac.jp/faculty/tais_policy/
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●主要科目の特徴 

本学は、前期共通教育科目を第Ⅰ類科目、専門科目を第Ⅱ類科目、地域・社会連携、キャリア科目及び資

格科目を第Ⅲ類科目としています。令和 3 年度に学則を改正し、第Ⅲ類科目に、アントレプレナーシップ

養成科目を設置しました。第Ⅰ類科目は、人間の探究、社会の探究、自然の探究、データサイエンス、総合

英語、リーダーシップを必修科目にしています。 
 

●卒業の認定に当たっての基準 
学部 

学部名 学科名 修業年限 取得可能な学位 
仏教学部 仏教学科 

４ 

学士（仏教学） 

人間学部 
社会福祉学科 学士（社会福祉学） 
人間環境学科 学士（人間環境学） 
教育人間学科 学士（教育人間学） 

社会共生学部 
公共政策学科 学士（公共政策学） 
社会福祉学科 学士（社会福祉学） 

心理社会学部 
人間科学科 学士（人間科学） 

臨床心理学科 学士（臨床心理学） 

文学部 
人文学科 学士（人文学） 
日本文学科 学士（日本文学） 

歴史学科 学士（歴史学） 
表現学部 表現文化学科 学士（表現文化） 

地域創生学部 地域創生学科 学士（経済学） 

 ※卒業要件： 124 単位（社会共生学部社会福祉学科は 136 単位）取得 
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大学院博士前期課程 
研究科名 専攻名 修業年限 必要修得単位数 取得可能な学位 

仏教学研究科 仏教学専攻 

2 30 

修士（仏教学） 

人間学研究科 
社会福祉学専攻 修士（社会福祉学） 
臨床心理学専攻 修士（臨床心理学） 
人間科学専攻 修士（人間科学） 

文学研究科 

宗教学専攻 修士（文学） 
史学専攻 修士（文学） 
国文学専攻 修士（文学） 
比較文化専攻 修士（文学） 

大学院博士後期課程 
研究科名 専攻名 修業年限 必要修得単位数 取得可能な学位 

仏教学研究科 仏教学専攻 

3 12 

博士（仏教学） 

人間学研究科 
福祉・臨床心理学専

攻 
博士（人間学） 

文学研究科 

宗教学専攻 博士（文学） 
史学専攻 博士（文学） 
国文学専攻 博士（文学） 
比較文化専攻 博士（文学） 

 

（１０）学習環境に関する情報 

●所在地 巣鴨キャンパス 東京都豊島区西巣鴨 3−20−1 
埼玉校舎    埼玉県北葛飾郡松伏町大字築比地 

●面積（令和 5 年 5 月 1 日現在） 
土地面積 73,026 ㎡   
建物面積 65,956 ㎡ 耐震化率 96.0% 
●耐震化の計画 

令和 5 年度 令和６年度 令和７年度以降 
建物面積 65,956 ㎡ 耐震化率 96.0% 耐震化率 96.0% 
＊第 3 次中期マスタープラン改訂・増補資料及び第 4 次中期計画に基づき、4 号館改築計画

（創立 100 周年記念事業）を推進し、耐震率を 100%とする。 
 
●蔵書数等（令和 5 年 5 月 1 日現在） 
図書の

名称 
図書冊数 閲覧数 

冊数 651,890 516 
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*●キャンパスマップ（巣鴨キャンパス） 
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（１１）学生納付金に関する情報（令和５年度入学者） 

学部 

単位：円  

学部 

納入金 

社会共生学部 

地域創生学部 

表現学部 

心理社会学部 

文学部 

仏教学部 

入学金 

（初年次のみ） 
200,000 

授業料 

（分割納入可） 
1,000,000 850,000 

施設設備費 

（分割納入可） 
250,000 

父母会費 5,000 

同窓会費 7,500 

教育充実費 - 100,000 

合計 1,462,500 1,412,500 

 

 

編入学 

単位：円 

学部 

納入金 

社会共生学部（社会福祉学科） 

心理社会学部 

文学部 

仏教学部 

入学金（初年次のみ） 

 
200,000 

授業料（分割納入可） 1,000,000 850,000 

施設設備費（分割納入可） 250,000 

父母会費 5,000 

同窓会費 15,000 

合計 1,470,000 1,320,000 
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大学院（博士前期課程）                          単位：円 
研究科 入学金 授業料 施設設備費 合計 

仏教学研究科 仏教学専攻 200,000 400,000 150,000 750,000 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 

200,000 

530,000 

150,000 

880,000 

臨床心理学専攻 730,000 1,080,000 

人間科学専攻 400,000 750,000 

文学研究科 

宗教学専攻 

200,000 400,000 150,000 750,000 史学専攻 

国文学専攻 

上記金額の他に父母会費（年額 5,000 円）、鴨台会（同窓会）費（年額 15,000 円（2 年次まで））があります。 

 
 
 
大学院（博士後期課程）                          単位：円 

    入学金 授業料 施設設備費 合計 

仏教学研究科 仏教学専攻 200,000 400,000  150,000 750,000 

人間学研究科 
福祉・臨床心理学

専攻 
200,000 400,000 150,000 750,000 

文学研究科 

宗教学専攻 

200,000 400,000 150,000 750,000 史学専攻 

国文学専攻 

上記金額の他に鴨台会（同窓会）費（年額 10,000 円（3 年次まで））があります。 

 
大学院博士前期課程（修士 3 年コース） 

    入学金 授業料 延長料 施設設備費 合計 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 

200,000 

@26,000 

×単位数 
100,000 100,000 

400,000 

+ 授業料 

臨床心理学専攻 
@39,000 

×単位数 

400,000 

+ 授業料 

原則として 25 歳以上の有職者が対象となります。 

上記金額の他に父母会費（年額 5,000 円）、鴨台会（同窓会）費（年額 15,000 円（2 年次まで））があります。 
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大学院博士前期課程（修士 4 年コース） 

    入学金 授業料 延長料 施設設備費 合計 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 

200,000 

@26,000 

×単位数 
100,000 100,000 

400,000 

+ 授業料 

臨床心理学専攻 
@39,000 

×単位数 

400,000 

+ 授業料 

原則として 25 歳以上の有職者が対象となります。 

上記金額の他に父母会費（年額 5,000 円）、鴨台会（同窓会）費（年額 15,000 円（2 年次まで））があります。 

 

（１２）学生支援と奨学金に関する情報 

学生支援 

概要 支援組織 

生活支援 学生支援部学生課 

健康管理 保健室 

修学支援 教務部 

就職支援 キャリア・卒業生支援部就職課 

奨学金 

学部 

学業 

（学力重視型） 

1 年生（新入生） 新入生奨学金  

2～4 年生 人材育成奨学金  

1～4 年生 藤井かよ奨学生  

経済 
（家計状況重視型） 

1～4 年生 大正大学授業料特別減免制度  

留学生 
私費外国人留学生授業料減免制度 

 

1～4 年生  

課外 

（目的別） 

1 年生（新入生） 地域人材育成奨学金  

1～4 年生 大正大学ガモール奨学制度 実務体験奨学金  

1～4 年生 チャレンジ支援奨学金  

4 年生 古本募金奨学金  

大学院 

学業 
（学力重視型） 

1 年生（新入生） 新入生奨学金  

2 年生 人材育成奨学金  

経済 1～2 年生 大正大学授業料特別減免制度  



38 
 

（家計状況重視型） 
留学生 私費外国人留学生授業料減免制度 

 

 

 

（１３）管理・運営の概要 

●ガバナンス体制 
本学は、「学校法人大正大学寄附行為」に基づき、学校法人を運営しています。寄附行為については、

本学ホームページにも掲載し、情報公開を学校教育法施行規則に基づいて推進しています。教学を担当す

る学長、副学長も理事として理事会・常務理事会の構成員です。経営と教学の意思疎通と連携・協力体制

を適切に行っています。 
 

●理事会・評議員会の開催状況 
・令和５年５月 30 日 ・令和５年９月 29 日 ・令和５年 12 月８日 ・令和６年３月 30 日 
 
●監査体制 

公認会計士による会計監査、監事による業務監査、そして、重点施策業務についての内部監査の三様監

査を実施しています。公認会計士の監査は、毎年度、期中(10 月)・期末(3 月)・決算期(4 月・5 月)の 4 回

に分けて実施しています。監事による監査は、決算期（5 月）に実施し、公認会計士と会計監査の状況に

ついて意見交換を実施しています。また、適切な会計処理を行うために、公認会計士と監事の情報交換会

を決算期以外に 1 回設けています。 
加えて、内部監査室による内部監査を実施しています。令和 5年度は、職員の中から監査担当者を任命

し、（１）業務及び会計に関する監査（２）公的研究費に係る監査を実施しました。 

●常務理事会 
寄附行為第 19 条により業務決定の委任を受けた事項を審議するための組織として、常務理事会を設置

し、毎月、評議員会に付議しなければならない事項以外の事項等を審議しています。構成員は、理事長、

常務理事、専務理事、学長、事務局長であり、理事長が招集を行います。令和 5 年度においては、25 回

開催しました。 
●自己点検・評価 

「TSR マネジメントによる自己点検・評価規程」に基づき、自己点検・評価統括委員会の方針・計画の

もと、大学自己点検・評価委員会が、全学的視点から総合的かつ体系的な自己点検・評価を実施していま

す。令和 5 年度は、TSR マネジメントに基づく学部学科、研究科専攻の自己点検・評価の総括・検証、

外部評価委員会への諮問、新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業（知識集約型社会を支

える人材育成事業）告の点検・評価を実施しました。 
●外部評価 
 自己点検・評価結果の妥当性と客観性を高めるため、外部評価を実施する機関として外部評価委員会を

設置しています。外部評価委員会は、外部の有識者５名によって構成され、自己点検・評価報告書に基づ

いて、第三者の立場から評価し、本学の教育・研究水準の向上及び組織の活性化に資する提言を行います。 
 令和 5 年度は、11 月 13 日、3 月 11 日に外部評価委員会を開催し、教育活動・大学運営に関する自己

点検・評価結果、知識集約型社会を支える人材育成事業（新時代の地域のあり方を構想する人材育成事業）
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の進捗状況、第四次中期計画についての評価を受けました。 
●認証評価 

令和 2 年度に公益財団法人大学基準協会による大学評価(認証評価)を受審しました。平成 18 年度、平

成 25 年度の認証評価に続いて三度目の受審となり、評価結果は「大学基準に適合している」との評価で

した。認定の期間は、2021（令和３）年４月１日から 2028（令和 10）年３月 31 日までとなります。 
長所として、「大学の運営理念である TSR に掲げた『特色ある地域連携・社会貢献』に向け、教職員と

学生が一体となって推進している点は評価できる。」との評価を受けました。改善課題として、「仏教学研

究科仏教学専攻、文学研究科宗教学専攻、同史学専攻及び同国文学専攻において、学位授与方針に示した

学習成果とその測定指標が連関しているとはいいがたいため、適切に学習成果を測定するよう、改善が求

められる。」との指摘がありました。令和 3 年度において、「大正大学学位論文審査内規」の改正、指標の

設定と学習成果の検証等、令和 4 年度において各専攻による報告・確認を行いました。 
以上をもって、各専攻については、「大正大学学位論文審査内規」及び「修士論文・博士論文審査基準」

を基本としつつ、仏教学専攻や史学専攻においては、チェックシート等を作成・活用する等の取り組みを

実施している旨を認証評価機関に報告し、令和 6 年 1 月に「学位論文の審査基準と学位授与方針に示し

た学修成果を連関させ、適切な学修成果の測定指標を設定しており、改善が認められる」との評価を得ま

した。 
加えて、令和 5 年度においては、TSR 総合調査大学院生調査も実施し、大学院生の諸データを自己点

検・評価に活用することとしました。同調査においては、DP に基づく能力・資質等が身に付いているか

どうかの設問も設けました。さらに、各専攻においては、修了生へのアンケート調査や DP 達成度確認シ

ートを実施する等、学修成果の可視化の推進が図られています。 
●総合政策会議 

理事会が策定した持続可能な競争優位を担保するための戦略的経営及び教学運営の方針並びに当該方

針に基づく具体的施策の決定機関として、総合政策会議を設定しています。専務理事、学長、副学長、事

務局長及び副事務局長をもって構成しています。専務理事が議長となり、原則として毎週火曜日に開催さ

れ、学内の重要事項を審議・決定しています。 

●教学運営協議会、代議員会、大学院委員会 
 学部・大学院における教育・研究の基本的な運営方針を審議し、教学運営の円滑な推進を図るために教

学運営協議会を設置し、学長、副学長、学部長、研究科長、図書館長、事務局長、副事務局長、学長補佐、

内部監査室長、教務部長、総合学修支援部長及び学生支援部長をもって構成員となり、教学に関する事項

を審議・情報共有しています。 
 また、学長、副学長、学部長及び教授会連合会を代表する代議員から構成される代議員会、学長、副学

長、研究科長及び研究科委員会を代表する委員から構成される大学院委員会を原則月 1 回開催し、学部・

研究科の教育・研究・学生支援に関する事項を審議・決定しています。 
●局議会 
 事務局長、事務部長を構成員として、総合政策会議からの諮問事項や提案に関する事項、事務執行、事

務改善に関する事項を毎週審議しています。 
●研究所の運営 

各研究所の取り組みについては、事業報告書及び紀要を発行しています。また、研究所運営委員会にお

いて、理事長が委員長となり、事業計画を策定・承認しています。 
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●教学マネジメント 
 学部学科・研究科専攻においては、「TSR マネジメントシート」を用いた自己点検・評価活動を行って

います。学科長、大学院専攻長の作成した TSR マネジメントシートを元に、学部長、研究科長が学部・

研究科のシートを作成し、「TSR マネジメント報告会」で全専任教員に自己点検・評価結果の報告を行い

ます。 
 令和５年度においては、9 月 27 日に TSR マネジメント報告会を実施しました。そして、学部、研究科

の自己点検・評価を元に、大学・大学院の全学的な課題や各学部・研究科の特徴等を学長・副学長が教授

会連合会において総括しました。また、各学科は学生の学習成果を測定した結果を根拠に、カリキュラム

を評価し、次年度に向けてカリキュラムの改善点を報告し、定期的なＰＤＣＡサイクルを推進しています。 
●ＩＲ 
 令和 2 年度より、教学ＩＲ推進部会を設置し、本学の教育・研究及び学生支援に関連する計画の策定及

び改善のための意思決定に資する情報の収集・分析等を審議・決定しています。学生調査等の結果・分析

については、学内ＩＲ報告会（データサミット）を実施し、全教職員に周知・連絡しています。 
●情報公開 
 情報公開については、大学等が公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たすことを目的とし

て、学校教育法施行規則に基づき、本学ホームページ基本情報において教育情報の公開を行っています。

（https://www.tais.ac.jp/guide/info/） 
また、平成 28 年 3 月 31 日付で通知された「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」に基づく 3

つの方針の公開についても、文部科学省のガイドラインに基づき、見直しを行い、改訂された方針をホー

ムページ、大学案内、出願ガイド等において公開しています。 
 

（１４）国際交流の概要 

 
● 海外派遣学生数 

国名 大学名 人数 

アメリカ合衆国 ハワイ大学 1名 

ドイツ連邦共和国 ミュンヘン大学 3名 

大韓民国 東國大学校 5名 

大韓民国 金剛大学校 1名 

 

 

● 語学研修 

令和５年度は、海外語学研修を次のとおり実施しました。 

 

１）ハワイ大学文化・語学研修 

研修期間：令和 6年 2月 3日（土）～ 2月 25 日（日） ） 

※別途、事前・事後学習実施 

滞在先：Shinshu Kyokai Mission Dormitory （浄土真宗設立の学生寮） 

https://www.tais.ac.jp/guide/info/
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期間：2月 3日（土）～2月 14日（水） 

参加学生：9名 

 

２）ミュンヘン大学文化・語学研修 

研修期間：令和6年2月11日（日）～3月11日（月） 

※別途、事前・事後学習実施 

滞在先：現地一般家庭（ホームステイ） 

引率期間：2月11日（日）～2月20日（火） 

参加学生：5名 

※成蹊大学、跡見学園女子大学、立教大学の学生と合同実施（計 11名での実施） 

 

３）東西大学校文化・語学研修 

研修期間：令和6年2月13日（火）～2月24日（土）※別途、事前・事後学習実施 

滞在先：東西大学校学生寮 

期間：2月13日（火）～2月16日（金）  

参加学生：4名 

※駿河台大学、九州地方の大学の学生と合同実施（計 15名程度での実施） 

 

● 留学生数（学部） 

令和 5年 5月 1日現在  

学部 学科 
学生数 

男 女 計 

仏教学部 仏教学科 1 1 2 

社会共生学部 社会福祉学科 1 1 2 

心理社会学部 人間科学科 0 3 3 

文学部 歴史学科 0 2 2 

表現学部 表現文化学科 0 3 3 

地域創生学部 地域創生学科 1 0 1 

合 計 3 10 13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



42 
 

● 留学生数（大学院）［博士前期課程］ 

令和 5年 5月 1日現在  

研究科 専攻 

学生数 

男 女 計 

人間学研究科 
社会福祉学専攻 0 1 1 

臨床心理学専攻 0 2 2 

文学研究科 
宗教学専攻 0 1 1 

史学専攻 1 0 1 

合 計 1 4 5 

 

● 留学生数（大学院）［博士後期課程］ 

令和 5年 5月 1日現在  

研究科 専攻 

学生数 

男 女 計 

文学研究科 宗教学専攻 0 1 1 

合 計 0 1 1 

 

● 海外協定大学 

令和 6年 3月 31日現在   

国 大学名 種別 

アメリカ 
ハワイ大学 学術・学生 

ｳｴｽﾀﾝﾐｼｶﾞﾝ大学 学術・学生 

ドイツ ﾐｭﾝﾍﾝ大学 文化学部 学術・学生 

中国 
河南大学 学術・学生 

上海大学 学術・学生 

台湾 南華大学 学術・学生 

韓国 

東國大学校 学術・学生・学生（長期） 

東西大学校 外国語系列 学術・学生 

金剛大学校 学術・学生 

タイ 

タマサート大学 学術・学生 

ﾏﾊｰﾁｭﾗﾛｰﾝｺｰﾝ 

ﾗｰｼﾞｬｳｨﾀﾔﾗｲ大学 
学術 
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● 外国語能力の向上 

国際化への対応の取組みについては、総合英語Ⅰ～Ⅲ（３単位）を必修化しており、入学時に実施する

基礎学力調査の結果をもとに習熟度別のクラス編成を行っています。上級クラスにはネイティブの教員

を配置し、英語のみによる授業を行っています。1年次終了時点には TOEIC試験を実施し、学修成果の測

定と 2年次の習熟度別クラス編成に活用しています。 

 

 なお、海外留学等への支援については下記のとおりです。 

 協定留学 認定留学 海外文化・語学研修 

期間 半年あるいは 1年 半年あるいは 1年 1カ月程度 

目的 交換留学 留学 大学主催の海外研修 

形態 

姉妹校（協定校）との協定に

より、相互に学費を免除して 

相手校で学ぶ交換留学制度 

（一部例外あり）。 

協定校以外かつ大学より

認められた留学先で、 

学費免除なしに相手校で

学ぶ留学制度 

大学主催の語学力向上およ

び異文化理解向上を主な目

的とした海外研修。 

単位 単位認定 単位認定 単位認定 

資格 

協定留学生選抜試験に合格

し、各留学先における言語の

外国語資格検定証明書が必

要。 

・ドイツ語技能検定試験 3級 

・中国語検定試験 3級 

・HSK3 級 

・ハングル能力検定試験 3級 

・韓国語能力試験 3級 

・TOEFL iBT 68 

・IELTS (Academic) 6.0 

留学先大学の入学許可書

又は、受け入れ承諾書に

加え、留学先の履修課程

及び授業科目の詳細書類

が必要。 

学部生が対象 

その他 

協定校での授業料の一部また

は全額免除、および寮費の減

免など（各協定校の条件によ

る）。 

正規の高等教育機関で学

位授与権を有する大学を

留学先とし、留学先の授

業料は自己負担。 

春期休講期間中に協定校で

開講される集中講座。 

奨学金・奨励

金 

海外特別留学奨学金 

協定留学先により 

協定留学生奨学金あり。 

海外特別留学奨励金 

海外特別留学奨学金 

協定留学先により 

協定留学生奨学金あり。 
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留学先 

アメリカ（ハワイ大学マノア

校） 

ドイツ（ミュンヘン大学） 

タイ（タマサート大学） 

中国（河南大学・上海大学） 

韓国（東國大学校・東西大学

校・金剛大学校） 

学生本人による選定 

・ハワイ大学マノア校 

・ミュンヘン大学 

・東西大学校 

 

（１５）社会貢献・連携活動の概要 

●社会貢献 

地域連携 

・鴨台盆踊り 

・すがも鴨台観音堂等の施設開放 

・すがも鴨台花まつりへの協力 

生涯学習 

・豊島区との連携による学習事業（としまコミュニティ大学への講師派遣等） 

●すがもオールキャンパス構想 

本学は、巣鴨駅から大正大学まで続く約２ｋｍの巣鴨３商店街の街なかを「第二のキャンパス」ととら

え、学生が地域・企業と連携しながら実践的な学びを深める場となることを目指す「すがもオールキャン

パス構想」を推進しています。 
実践的なフィールドの学修の場であるアンテナショップ「ガモールマルシェ」や、プログラミングなど

のハードスキル、コミュニケーション力などのソフトスキルを養うサテライト教室「すがも街なか教室」

をはじめ、第Ⅲ類におけるアントレプレナーシップ養成プログラムの中核を担う多彩な施設を展開して

います。 学生たちは各施設を拠点に、生きた街が抱える課題を自らリサーチし、産学・地学連携のもと

専門家の知見や技術を組み合わせ、課題解決のために複雑なプロセスを実体験から学ぶことで次世代の

リーダー（＝地域戦略人材地域クリエイター）としての力を養います。 
●連携大学・学校法人 令和 6年 3月 31日現在 

佛教大学、静岡産業大学、新潟産業大学、島根大学、和歌山大学、東北公益文科大学、吉備国際大学・九

州保健福祉大学、徳島文理大学・徳島文理大学短期大学部、東日本国際大学・いわき短期大学、種智院大

学、淑徳大学 

●連携団体（産官学連携先） 令和 6年 3月 31日現在 

IUCN 日本リエゾンオフィス、日本青年会議所、日本政策金融公庫、環境省自然環境局、第一勧業信用組

合、全国商工会連合会、KNT-CTホールディングス（近畿日本ツーリスト）、ソフトバンク株式会社、公益

財団法人日本離島センター、株式会社フォーバル 
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２．事業の概要 

（１）事業報告の概要 
本学は、令和８（2026）年に創立 100 周年を迎える。これまで本学は、魅力化の推進、国が唱える society 

5.0 を支える人材及び DX の進展に沿った様々な改革を推進し、近年のコロナ禍への対応や目まぐるしく変
化する入試動向及び社会情勢にも的確に対応してきた。その中で、第 4 次中期計画を策定し、創立 100 周
年記念事業に向けた事業を下記にあるとおり、着実に実施した。 
令和５年度は、学生生徒等納付金のみに依拠しない経営体質への転換のため、令和４年度に理事会の承認を

得た新たな寄付金制度や新たな教育事業等を創立 100 周年に向けて推進してきた。また、安定した学生確保
に向けた大学広報の充実、教育改革・質の向上、学生支援サービスの向上、優れた就職先との接続、DX の推
進等、大学運営全般について事業戦略を見直しながら事業を展開してきた。加えて、本学における教育改革の
取組みは、令和２年度文部科学省「知識集約型社会を支える人材育成事業」に基づき、計画通り着実に実行し
た。 

 

（２）主な事業の目的・計画及びその進捗状況 
Ⅰ 創立 100周年記念事業 

① 安定した学生確保体制を確立 
ブランディング事業５年計画の１年目として、新しいビジョンスローガン「MAKE YOUR UNIVERSE. 一緒
だからつくれる世界を。」を策定し、100周年に向けた新しい大学ロゴを刷新する等視覚的に学内外に広
報展開した。さらに、「MYUキャンプ」を開催し、教職学協働体制を確立した。 

② 学内の多様な取組みを特色化し、総合化を図る 
ブランディング事業に対する教職員の共感や理解を促進することを目的として、名刺・封筒・スタ
ッフ Tシャツ・学内フラッグ・オープンキャンパス横断幕・フロア案内図等のデザインを統一し
た。 

③ 本学が掲げる地域主義を具現化するための社会実装への取組み 
京都アカデミアをオープンし、地域実習、ゼミ合宿での使用を開始した。令和 6 年度より、大正大学の
関西地方における拠点とした。 

④ 次世代の宗門子弟教育について 
仏陀会、水曜礼拝、釈尊成道会、夏期仏教研修道場、鴨台盆踊り等を実施し、法要・加持・写経体験等
のあり方を再検討することで、学生の参加、機会を創出していく。資格を取得させるだけでなく、多様
化する社会に対応できる宗門徒弟の養成について、宗教部と仏教学科が連携して、新たな学びの場を提
供していく。 

 
Ⅱ 教育改革・教育組織の改編 

① 社会の要請に応じた４学部５学科改組の届出設置 
令和６年４月開設の人間学部人間科学科・社会福祉学科、臨床心理学部臨床心理学科、地域創生学部公
共政策学科、表現学部メディア表現学科の設置届出を行い、社会の要請に応える 4学部 5学科とした。 

② 大学設置基準改正に伴う対応 
大学設置基準改正に関する説明会を局議会において実施した。また、基幹教員及び主要授業科目への対
応を検討し、学則を改正した。 

③「成長分野をけん引する大学の機能強化に向けた基金」検討 
「大学・高専機能強化支援事業：学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援（支援１）」に応
募することを機関決定し、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に申請した。 

④ 第３クオーター地域実習運営支援 
学科事務室を実習担当として、教員・学科事務・教務部が連携し、第３クオーター地域実習運営支援を 
行った。 

⑤ 国際交流・地域交流教育の充実 
留学生や留学経験者、国際交流に関心のある学生が交流する機会を増加し、留学や国際交流に対する意
識の醸成へつなげた。鴨台盆踊りへ留学生の参加を促進することにより、地域との交流の機会とした。 
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⑥ 入試制度改革の実現（入試及び入試広報の在り方の検討） 
KGI である入学定員の確保のため、アドミッションセンターを中心に各種 KPI（資料請求者数、ホーム
ページ閲覧数、オープンキャンパス訪問者数など）を策定し、リレーションシップ・マネジメント推進
機構協働体制の取組みにより各種施策を実施した。 

⑦ S-U.P.Pによる高大の新たな教育接続の推進 
S-U.P.P 育成入試実施・本学の教育ビジョン説明動画作成・「教育懇話会」開催等により教育接続を推
進した。 

⑧ アクティブラーナーを育てるための図書館改革 
公益財団法人文字・活字文化推進機構等と協働のシンポジウム、豊島区立図書館とのイベント、図書館
総合展等、学外との連携をより深化する方針で改革を実行した。 

 
Ⅲ 知識集約型人材育成事業 

① ４年目事業の着実な実施 
アントレプレナーシップ育成教育の「スキル科目群」と「実践科目群」を開始し、育成人材モデルに応
じた地域戦略人材、企業内リーダーシップ人材（イントレプレナー）、起業人材（アントレプレナー）の
３つのコースにおける教育活動を展開した。また、「学融合ゼミナールⅡ」を全３年生に新たに実施した。 

② アントレプレナーシップ育成教育プログラムの実施 
アントレプレナーシップ育成教育プログラムにおける第１期生として、３年次における実社会との接点 
を授業に織り込む実践教育を展開した。実務家教員による教育活動や企業へのインターンシップ等を推 
進した。 

③ チュートリアル教育のさらなる充実 
チュートリアル教育のさらなる充実に向けて、新規導入した LMS（UR-note）の活用とそれに伴う体制の
再構築に取り組んだ。第Ⅰ類科目（前期共通教育）を中心に、出欠・課題管理・リフレクション・評価
等に活用した。 

④イントレ教育・学修支援の構築 
企業内リーダーシップ人材を輩出することを目的として、インターンシップ支援など、経験学修の場を課
外で提供するとともに、アンケートや PROGの分析により、学修成果の把握に努めた。 

 
Ⅳ 学生支援 

① 休退学の減少、障がい学生の支援体制充実のためのキャンパス・ソーシャルワーカーの充実 
キャンパス・ソーシャルワーカーを１名増員し、２名体制で生活支援にあたることとした。「障害者差別
解消法における『合理的配慮』について」の講演会を開催し、教職員の知識の充実を図った。 

② 就職支援体制の充実（就職対策講座、インターンシップの充実） 
前期はインターンシップの参加に向けて、後期は採用選考への対策を主眼においた学内講座を開催する
ことで、就職支援体制を充実させた。 

③ 資格取得に向けた支援体制の強化 
キャリアアップ講座やデータサイエンス特別プログラムを実施することで基礎を固め、資格取得に向け
た学修支援を強化した。 

④ OB・OGとの連携強化（ホームカミングデーの開催、情報提供方法の構築） 
大学公式アプリによる情報提供を卒業生にも実施し、同窓会・同期会の活動を紹介することで連携強化
を図った。ホームカミングデーを開催し、82名の参加があった。 

 
Ⅴ 研究支援 

① 「第６期科学技術・イノベーション基本計画」に基づく研究データポリシーの作成等 
データポリシー策定体制について検討し、図書館情報メディア部と教育研究支援課が連携して計画を立
案できる体制を構築した。 

② 学術研究支援奨学金の着実な実施 
大学院生対象ガイダンス等の活用により、５名の博士課程の学生が奨学金を受給した。 

③ 研究費の在り方の検討 
個人研究費を含む教育研究に係る経費支援のあり方について見直し、教育力向上・教育の活性化を目的
とした整理を行った。 
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Ⅵ 地域連携事業の推進 

① 地域コンソーシアム事業の推進 
地域構想研究所が将来の「連携プラットフォーム」となることを目指し、自治体・大学・企業団体等に
各事業への参加を促進した。連携自治体の数は 112となった。 

② 地域共創教育普及事業（デジタルを活用した生涯学習、リカレント講座）の実施 
地域戦略人材塾、リスキリング講座、自治体スキルアップ講座を開講し、デジタルを活用した人材育成 
を推進した。 

③ 共同研究事業の開拓 
阿南市との共同研究、淡路市・益田市との連携事業の契約、JST共創の場「球磨川治水を核とした復興を
起点とする持続社会」の拠点事業に参画した。 

 
Ⅶ 管理運営 

①  私立学校法改正に伴う本学の対応 
令和７年４月法改正を見据えたガバナンス体制構築のため、副理事長の設置、常務理事と専務理事の役
割を整理し、役員等の任期を令和７年度の最初の定時評議員会の終結の時までとする寄附行為変更を行
い、文部科学省から認可された。 

② 経営 IR の設置 
IR 担当者の事務局内の設置により、指定統計調査及び事務局の学内各種データの分析・収集等の教学以
外の事項について、IRシステムを活用して推進した。 

③ BCPの策定 
BCP ver.2.0の策定に向け、優先業務の詳細計画の拡充と、運用のボトルネックの洗い出しに取り組ん 
だ。 

④ 未来型事務組織の構築及び新たな人材登用と育成 
学校法人大正大学 DX推進会議規程を作成し、中期計画の中核的事業である DX の推進による事務局組織
⽂化を刷新する方針へ転換した。 

⑤ 評価制度及び研修制度の見直しと職場復帰の考え方の構築 
第 4次中期計画を受けて、新たな人事制度を令和 8年度から開始できるように導入計画の骨子を作成し 
た。 

⑥ DX 推進のためのデジタル化の推進 
大正大学 DX 方針に基づき学務システム、LMSの機能向上を中心に事業計画を推進した。教員の授業利用
に係る表示上の改善、学生指導情報のデータ共有を推進した。 

⑦ 新たな寄付金募集戦略の構築 
ウェブサイトのリニューアルとパンフレット配布を主軸に展開し、リターンギフト制度を設けた寄付金
募集を実施した。 

⑧ 新たな教育事業の展開による収入拡大方策の検討 
収入拡大方策の検討により、「地域戦略人材塾」は、19 自治体・１企業(計 80 数名登録)の参加、「リス
キリング講座」については、自治体・議員・企業・個人の計 20数名の参加となった。 
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３．財務の概要 

（１）決算の概要 
１. 令和５年（２０２３年）度決算の概要 

令和５年度は、２０２６年の創立１００周年を見据えて策定された「第３次中期マスタープラン改訂増補」1お

よび「令和５年度事業計画」2を踏まえ、大正大学の魅力化の推進、国がとなえる society5.0 を支える人材及

び DX の進展に沿った業務改革を進めてまいりました。また目まぐるしく変化する入試動向及び社会情勢に

も的確に対応してまいりました。 

従って財務においても令和５年度は、前年度に引き続き創立１００周年記念事業として、安定した学生確

保のための大学広報活動（ブランディング含）、学内の多様な取り組みを実装するための事務組織の改編、

働き方改革、DX による業務の効率化、「成長分野をけん引する大学の機能強化に向けた基金」申請の検討

（新学部の検討含）、キャンパスソーシャルワーカーによる学生支援、就職支援体制の充実など焦点をしぼり

その運用費といたしました。 

文部科学省大学改革推進事業「知識集約型社会を支える人材育成事業」においては４年目として着実に

実施し、令和 5 年度は新たに全学的な学修管理システム LMS（Learning Management System）「UR-note」を

共通ツールとして導入し、学生の出席・成績管理、教材・試験等の提示、学生への連絡、更には学生の学修

成果の振り返りのための PDCA に活用しました。この全学的な LMS「UR-note」により、教員としても学生の成

績評価のみならず科目運営、学修成果のアセスメントとしても利用可能となりました。また、前年度から継続し

ている学融合（クロスディシプリン）教育においても一定の評価を得ています。 

 

＜収入について＞ 

学生生徒等納付金については、令和２年（２０２０年）度からの学費値上げの学年進行により前年度より増

加しています。（令和５年度で終了） 

寄付金収入については、一般寄付金として設立宗派（天台宗、豊山派、智山派、浄土宗）からの寄付、ま

た特別寄付金としては時宗、株式会社ティー・マップの受配者指定寄付、父母会、また新たに開設した「地

域人材育成基金」 による寄付が主なものです。なお、学校会計基準上、一般寄付金収入は大学運営の基

盤となる費用に対する寄付、特別寄付金収入は寄付者の用途指定によるものです。 

受取利息・配当金収入では、資産運用において、従来の債券主体の運用から安定的でかつ効率の良い

オルタナティブな投資に枠を広げたことによる果実です。 

 

＜支出について＞ 

支出の主なものは、学生確保のためのブランディング活動費、新学務システム基盤構築費（LMS、T-po改

修）、入試サブシステム新規導入準備費、及び大学の経営に不可欠な人件費等に充当しました。 

 

＜予備費について＞ 

今年度の予備費については、決算時において予算科目の振替え修正を行う中、対予算額で大きく収支の差

が大きいものについて充当することで理事長決裁を得て運用しました。具体的には、管理経費（委託費）

                                                   
1 「第３次中期マスタープラン改訂・増補にかかる補助資料」2021 年 10 月 12 日策定 
2 「令和５年度事業計画（案）」2023 年 3 月 30 日策定 
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に充当しました。 

管理経費（委託費）：大正大学ブランディング事業費、新規ビジネス構想事業準備費、学生食堂の運営補

助等。 

 

なお、説明においては金額の表記を百万円単位とし、１０万円台を四捨五入します。 

 

（２）計算書類の概要 
 

① 事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、学校法人

の事業活動収入と事業活動支出の内

容（「教育活動」「教育活動外」「特別」の

３区分）及び収支均衡状態を明らかに

する計算書類で、企業会計の損益計算

書に類似するものです。 

事業活動収入は７,８１５百万円で前

年度（７，４２１百万円）比３９４百万円の

増、事業活動支出は７，２７９百万円で

前年度（７,０６２百万円）比で２１７百万

円増となり、学校法人の運営状況を表

す基本金組入前当年度収支差額 が５

３５百万円で前年度（３５８百万円）比で

１７７百万円の収入増となり、事業活動

収支差額比率 は昨年度の４.８％から

６．８％へと２％増加しました。 

事業活動収支計算書の主な科目と

前年度に対する収支増減の要因は次

の通りです。 

（教育活動収支） 

 学生生徒等納付金収入６,０８１百万円（前年度比２７８百万円増） 

主なものは、授業料の値上げによる学年進行のため前年度比２３６百万円の増、施設設備資金の前年度

比６０百万円の増、教育充実費は前年度比１１百万円の増です。 

 手数料収入１０８百万円（前年度比２４百万円減） 

主なものは入学検定料の一般選抜試験において受験料は据え置きで併願数を増やしたこと、また大学

共通テストにおいて受験料を一方式一律１万円としたことにより、前年度比２５百万円減になりました。 

◆ 寄付金収入４４２百万円（前年度比４６百万円増） 

一般寄付金として設立宗派（天台宗、豊山派、智山派、浄土宗）からの寄付合計２００百万円、また特別

寄付金として時宗２０百万円、株式会社ティー・マップの受配者指定寄付１８０百万円、父母会２０百万円、ま

た新たに開設した「地域人材育成基金」 による寄付７百万円が主なものです。 
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 経常費補助金収入７４４百万円（前年度比５１百万円増） 

経常費補助金のうち、国庫補助金が前年度より５４百万円増です。 

◆ 付随事業収入４１百万円（前年度比３百万円増） 

  主なものは附属事業収入として、カウンセリング研究所（面接料、ペアレントトレーニング参加費）等１２

百万円、受託事業として教員の受託研究等２３百万円が主なものです。 

◆ 雑収入１０２百万円（前年度比２８百万円減）  

  私立大学退職金財団交付金６７百万円、その他雑収入として受託研究等外部研究費の間接経費、為

替差益等２１百万円が主なものです。 

◆ 人件費支出３,４６７百万円（前年度比１２４百万円増）  

教員人件費は２，０５０百万円で、前年度（２,０３６百万円）比で１４百万円増、職員人件費１，２８５百万円

は前年度（１,１９２百万円）比で９３百万円増額しました。（新規採用数 教職員計４５人） 

退職給与引当金繰入額１０１百万円は前年度（８４百万円）比で１７百万円増加しました。（教職員退職者

数２０２３年度２９人、２０２２年度２２人、２０２１年度３０人） 

◆ 教育研究経費２,８４３百万円（前年度比９２百万円減） 

  主なものは、 

・光熱水費１６９百万円（前年度費２４百万円減） 

・旅費交通費７百万円（前年度比１百万円増） 

・奨学費３７７百万円（前年度比２６百万円増）修学支援事業奨学費 

・減価償却額８０５百万円（前年度比７百万円減）８号館（空調設備工事含） 

・学生諸費７４百万円（前年度比４百万円増） 

・研究費８３百万円（前年度比１２百万円減）  

・実験実習費３６百万円（前年度比１２百万円増） 

・賃借料９９百万円（前年度比１４百万円減）  

・委託費８８０百万円（前年度比９６百万円減） 地域実習費、校内環境保全・美化 

 管理経費８７４百万円（前年度比１７２百万円増） 

主なものは、 

・光熱水費１３百万円（前年度比２百万円減） 

・旅費交通費９百万円（前年度比１百万円増） 

・減価償却額１１１百万円（前年度費３６百万円増）８号館（空調設備工事含）、新学務システム 

・印刷製本費４百万円（前年度比１百万円増） 

・厚生費７百万円（前年度比１百万円増） 

・渉外費１３百万円（前年度比５百万円増） 

・委託費４９９百万円（前年度比１３６百万増）大学ブランディング活動費、新規ビジネス構想準備費、 

鴨台食堂・学生食堂運営委託費 

 

（教育活動外収入） 

◆ 受取利息・配当金２９１百万円（前年度比７５百万円増） 

従来の債券主体の運用から、安定的でかつ効率の良いオルタナティブな投資に枠を広げて対応している

ことによる増です。 



51 
 

（特別収支） 

 資産処分差額１９百万円（前年度比２７百万円減） 埼玉校舎体育館解体 

◆ 貸倒引当金繰入額４６百万円（前年度比４６百万円増）  

一般社団法人コンソーシアムすがも花街道への貸付分の計上です。 

 

② 貸借対照表 

貸借対照表は、年度末時点の学校法人の財政状態を、資産と負債、純資産によって明らかにする計算

書類です。 

２０２３年度は、資産の部が３１，８０４百万円（前年度比８３８百万円減）、負債の部は６，９４４百万円（前年

度比１，３７３百万円減）、純資産の部は２４，８５９百万円（前年度比５３５百万円増）となりました。 

貸借対照表の主な科目の金額と増減の事由は次の通りです。 

 有形固定資産２２，８３７百万円（前年度比６２５百万円減） 

主なものは、８号館完成（２０２０年度）に伴う減価償却分です。 

・建物１５,２８４百万円（前年度比５１１万円減） 

・構築物３９１百万円（前年度比４１百万円減） 

・建設仮勘定２４百万円（前年度比１１５百万円の減）京都アカデミア新築工事 

・特定資産６,３５７百万円（前年度比７百万円減） 

・第２号基本金引当特定資産６００百万円（前年度比０円）※組入れ停止 

・第３号基本金引当特定資産１,６９９百万円（前年度比０円）※組入れ停止 

・退職給与引当特定資産１,２７５百万円（前年度比２３百万円増） 

・大学整備引当特定資産１，８９８百万円（前年度比１１６百万円減） 

◆ 流動資産２,２１３百万円（前年度比２７２百万円減） 

・現金預金２,０６５百万円（前年度比２１９百万円減） 

◆ 固定負債４，３３０百万円（前年度比１，１８９百万円減） 

主なものは８号館建築のための借入金３，０２２百万円です。 

・長期借入金３，０２２百万円（前年度比１，１９２百万円減） 

・退職給与引当金１,２７５百万円（前年度比２３百万円増） 

◆ 流動負債２,６１４百万円（前年度比１８４百万円減） 

主なものは、２０２４年度元本返済のための短期借入金、未払金及び前受金です。 

・短期借入金８９２百万円（前年度比３００百万円増） 

・未払金４７７百万円（前年度比２５８百万円減） 

・前受金１,１６９百万円（前年度比１８４百万円減） 

◆ 基本金については、２０２０年度より新設した第２号基本金（新４号館建築構想として）に２００百万円（５年

間目標１,０００百万円）、第３号基本金（地域人材育成奨学基金）に１００百万円（６年間目標１,０００百万円）

の組入を停止しました。 

・第１号基本金３３,５１３百万円（当年度組入額８２７百万円） 

・第２号基本金６００百万円 

・第３号基本金１,６９９百万円 

・第４号基本金４５５百万円（前年度同額） 
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◆ 翌年度繰越収支差額 △１１,４０８百万円（前年度比△２９１百万円増） 

 

③ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応する全ての内容並びに、当該会計年度における

支払資金（現金預金及びいつでも引き出すことのできる預貯金等）の収入及び支出のてん末を明らかに

する計算書類です。 

収入の部において事業活動収入と相違する科目のうち、前受金収入は１,１６９百万円で、前年度（１，３

５３百万円）比で１８４百万円減少しました。 

また、支出の部において事業活動支出と相違する科目のうち、施設関係支出１１３百万円（前年度比７０

百万円減）は、主として京都アカデミア建築工事費です。 

ソフトウェア支出６５百万円（前年度比１０４百万円減）は、新学務システム基盤構築費（LMS、T-po 改修）

です。なお、新学務システム基盤構築費（LMS、T-po 改修）については、決算時に教育研究経費（委託費）

からソフトウェア支出に振り替えたため、当初予算時には０円の計上になっています。 

敷金支出５０百万円（前年度比５０百万円）は、昨年７月に竣工した京都アカデミアの敷金です。 

 

④ 活動区分資金収支計算書 

活動区分資金収支計算書は、学校法

人の資金収支を、「教育活動」、「施設整

備等活動」、「その他の活動」の３つに区

分して表示した計算書類で活動ごとの資

金の流れを把握することができます。 

学校法人の本業である教育活動によ

る資金収支差額は、９０６百万円（前年度

比１６９百万円減）であり、施設整備等活

動資金収支差額は、△３５７百万円（前年

度比１３５百万円減）、その他の活動資金

収支差額は、△７６７百万円（前年度比４

３百万円増）であり、当年度の支払資金の増減額△２１９百万円となり、前年度比７７百万円増となりました。 
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３．主な財務比率比較 

 

 

（３）学校法人会計の特徴や企業会計との違いについて 

学校法人とは永続的な教育研究活動を目的とした非営利法人であり、利益の獲得を主な目的とする企

業などの営利法人とは性質が異なり、その会計制度も大きく異なります。 

企業会計では、株主や投資家の保護と適正な利益配分のために、一会計期間での収益と費用から利 

益を算定し、経営成績を明らかにすることを目的としており、損益計算書、貸借対照表及びキャッシュフロ

ー計算書の作成を必要とします。 

これに対して、学校法人会計では、永続的な運営と教育水準の向上のために、一会計期間の収支均

衡と、継続的な維持のために保持すべき財産の確保を目的としており、「資金収支計算書」「活動区分資

金収支計算書」「事業活動収支計算書」及び「貸借対照表」の作成を必要とします。 

「資金収支計算書」と「事業活動収支計算書」は予算作成が必要であり、予算と決算を対比して作成され

ます。 「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」は企業会計のキャッシュ･フロー計算書に、「事業

活動収支計算書」は企業会計の損益計算書に類似しています。  

学校法人会計の基本となる収支計算は、現金主義に一部、発生主義を取り入れたものと考えられます

が、「資金収支計算書」では、当年度に実際の入金・出金がないものを調整するための科目として、「資金

収入（支出）調整勘定」があるのも特徴のひとつです。 「事業活動収支計算書」では、「基本金組入額・基
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本金取崩額」が企業会計にはない特殊な科目です。 

学校法人会計の最大の特徴は「基本金」であり、企業会計の「資本金」と混同されがちですが、本質的

にその性格を異にしています。学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持する

ために維持すべきものとして、事業収入のうちから組み入れた金額が基本金で、第１号基本金～第４号基

本金までの４種類があります。 
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（４）経年比較  

 

貸借対照表の推移  
資産の部

 
 

 

負債の部

 
 

 

 

 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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基本金の部

 
 

純資産の部

 
 

 
 

 

過去５年間の推移  

資金収支計算書の推移  

収入の部

 
 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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支出の部

 
 

活動区分資金収支計算書の推移  

 

科目 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022） 令和5年度（2023）

教育活動資金収入計 6,398,485 6,628,855 6,961,364 7,192,221 7,518,002

教育活動資金支出計 5,320,499 5,778,361 5,964,215 6,113,804 6,247,418

差引 1,077,986 850,494 997,149 1,078,417 1,270,584

調整勘定等 184,884 33,288 224,122 -3,374 △ 364,791

教育活動資金収支差額 1,262,870 883,781 1,221,271 1,075,043 905,794

施設設備等活動資金収入計 0 10,817 12,488 1,613 1,613

施設設備等活動資金支出計 1,339,166 5,521,234 518,463 627,734 321,370

差引 △ 1,339,166 △ 5,510,417 △ 505,975 △ 626,121 △ 319,757

調整勘定等 7,262 -28,951 89,973 133,608 △ 37,263

施設設備等活動資金収支差額 △ 1,331,904 △ 5,539,367 △ 416,002 △ 492,513 △ 357,020

△ 69,035 △ 4,655,586 805,268 582,530 548,774

その他の活動資金収入計 1,042,096 6,759,459 2,043,956 2,715,084 2,796,174

その他の活動資金支出計 566,397 2,073,567 2,585,072 3,439,132 3,563,612

差引 475,699 4,685,892 -541,116 △ 724,047 △ 767,439

調整勘定等 0 -1,000 1,000 △ 15 15

その他の活動資金収支差額 475,699 4,684,892 -540,116 △ 724,062 △ 767,424

406,664 29,306 265,152 -141,533 △ 218,650

1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590 2,284,057

2,131,132 2,160,438 2,425,590 2,284,057 2,065,407翌年度繰越支払資金

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

小計（教育活動資金収支差額＋施設設備等活動資金収支差額）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

前年度繰越支払資金

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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事業活動収支計算書の推移  

 

 
 
 
 

(参考 ) 

 
 

（単位：千円） 
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（５）主な財務比率比較

 

 

※経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入計  

 

 

  

（単位：％） 
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（６）その他  
令和５年度  有価証券の状況                    

引当特定資産  

 
 

令和５年度  借入金の状況

                    
 

令和５年度  寄付金の状況             （単位：千円）  

                
 

区分 種類 帳簿価額 時価 差額 表示科目

債券 社債 3,150,000 2,920,035 △ 229,965 特定資産

株式 - 0 0 0 -

投資信託 - 467,833 473,549 5,716 特定資産

貸付信託 - 0 0 0 -

その他 - 110,150 153,940 43,790 特定資産

計 3,727,983 3,547,524 △ 180,459

時価のない有価証券 1,554,703

有価証券合計 5,282,686

寄付金の種類 寄付者 金額 摘要

1.特別寄付金

施設設備拡充 0

　小計 0

経費 個人 920

会社 181,040

後援会 21,792

その他 30,470

　小計 234,222

借入金返済等 0

　小計 0

基金 個人 5,871

その他 700

　小計 6,571

その他 会社 1,000

　小計 1,000

特別寄付金合計 241,793

うち受配者指定寄付金 会社 180,950

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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令和５年度  補助金の状況

 
 

                         
 

 

 

 

 

2.一般寄付金 個人 15

その他 200,306

一般寄付金合計 200,321

3.現物寄付（特別収支） 個人 2,308

会社 666

後援会 700

その他 849

現物寄付（特別収支）合計 4,523

寄付金総計 446,637



62 
 

財務比率 5 ヶ年のグラフ

 
各科目の説明  

（資金収支計算書）  

収入の部  

科目 主な項目 

学生生徒等納付金 授業料、施設設備費 

手数料 入学試験検定料 

寄付金 個人、団体等から受入れる寄付金 

補助金 国、または地方公共団体からの補助金 

資産売却 施設、設備、有価証券の売却 

付随事業・収益事業 付属研究所の事業の収入 

受取利息・配当金 預金の利息、資産運用の配当金 

雑収入 施設設備利用料 

借入金等 銀行等からの借入金 

前受金 翌年度入学する学生の授業料、施設設備費等 

その他 上記以外 
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支出の部  

人件費 教員、職員の給与、理事役員の報酬、退職金 

教育研究経費 教育研究の経費全般 

管理経費 法人運営の経費、教育研究以外の経費 

借入金等利息 銀行等からの借入金に対する利息 

借入金等返済 銀行等からの借入金に対する元本の返済 

施設関係 土地、建物、構築物（校地、グラウンド等） 

設備関係 教育研究に関する備品、管理に関する備品、図書、車両、ソフトウェア 

資産運用 資産運用に関する支出 

その他 上記以外 

（貸借対照表）  

資産の部  

固定資産 土地、建物、構築物、備品、図書、車両、有価証券 

流動資産 現預金、未収入金、貯蔵品 

負債の部  

固定負債 長期的な借入金、長期的な未払金、退職給与引当金 

流動負債 １年以内に償還する借入金、未払金、前受金、源泉所得税などの預り金 

純資産の部  

基本金 

第１号基本金  
設立当初に取得した固定資産、既設の学校の規模拡大、 

教育の充実向上のために取得した固定資産の額 

第２号基本金 
新たな学校の設置、規模の拡大、教育の充実向上のために 

将来取得する固定資産に充てる金銭その他の資産の額 

第３号基本金 基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額 

第４号基本金 恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額 

 

学校法人の出資による会社に係る事項 
当学校法人の出資割合が総出資額の 2 分の 1 以上である会社の状況は次のとおりである。 

①名称及び事業内容 株式会社ティー・マップ 教育研究に関する技術情報の仲介斡旋、施設賃貸、 

印刷出版販売等 

②資本金の額 30,000,000 円 600 株 

③学校法人の出資金額及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日 
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④期中に学校法人が受け入れた配当及び寄付の金額並びに学校法人との資金、取引等は次のとおりである。 

 

⑤当該会社の債務に係る保証債務 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。 

関連当事者との取引に係る事項 
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〒 170-8470 東京都豊島区西巣鴨 3-20-1 
TEL 03-3918-7311（代）  FAX 03-5394-3037 

メールアドレス： kikaku@mail. tais.ac. jp 
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